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戦後台湾工業化過程における

　　　技術導入と導入政策

宋　　　立　　水

Ｉ．

はじめに

　戦後台湾の工業化過程は産業技術の形成過程であると言える。この産業技術の形成過程において，技術導

入は重要な位置を有している。本稿の目的は台湾工業化過程における技術形成に係わる技術導入の実態と特

質を数量的な実証分析によっ て明らかにすることにある。本研究の結果を戦後台湾工業化過程における技術

形成に関する研究一つの構成部分として位置づけたい 。

　本稿は次のように構成している。第Ｉ節は「はじめに」，第皿節は戦後台湾の工業化過程のサーベイであ

る。 第皿節は技術移転のチャンネルを論じる。第１Ｖ節は台湾の技術導入過程の実態を検証すると同時にその

特徴を分析する。検証は外国からの直接投資，技術提携，商品輸入，台湾の対外直接投資による技術導入な

どの諸側面から行っている。第Ｖ節は台湾政府の技術導入に対する介入の政策を検討する。第Ｗ節は産業又

は産業技術選択に関する内容である。第ｗ節は結論的に，本稿により ，いくつかの問題を提起して論じるこ

とになる 。

１． 工業化過程

　戦後台湾の工業化過程を観察すると，それは次の五つの時期，つまり ，戦争直後の経済回復期（戦後～五

○年代初頭），国内市場指向の軽工業輸入代替期（五○年代初頭～六○年代初頭），国際市場指向の軽工業発展期

（六○年代初頭～七○年代初頭），国内市場指向の重化学工業輸入代替期（七○年代初頭～八○年代初頭），国際市場

指向の加工産業高度化発展期（八○年代初頭～現在）に総括することができる 。

　（１）戦争直後の経済回復期（戦後～五〇年代初頭）

　この時期の社会的背景は戦争によっ て， 台湾経済が破壊され，生産力が全面的に低下していた。さらに ，

国民党の大陸での政治的，軍事的失敗によっ て， 約１８０万の軍事 ・行政人員が台湾に撤退してきた。これは

経済面での問題以外に，深刻な社会 ・政治問題をももたらした。生産を回復し，インフレを抑制し，民心を

安定させることはその時の台湾の重大な社会的，政治的，経済的課題であ った 。

　この時期，国民党政府はアメリカの援助の下，強力な軍事統制により ，社会的，政治的安定を維持し，ま

た金融政策によるインフレの抑制及び農地改革による工 ・農業生産力の回復で成果を収めた。１９５２年には ，

工・ 農業生産が大体戦前の水準に回復し，食糧生産が戦前の最高水準の１１２％に達し，失業率を４．４％にまで

抑え，インフレ率を２３％にまで抑制された（１９５３年のインフレ率は８ ．８％にまで抑えられた）。
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　（２）国内市場指向の軽工業輸入代替期（五〇年代初頭～六〇年代初頭）

　この時期の背景としては，経済は回復し，失業率が依然高く ，工業基盤が依然弱く ，消費財の対外依存が

大きく ，資本が不足（特に工業発展の為の外貨が不足）していたことを挙げられる 。

　こられの課題に対して，国民党政府は「計画的自由経済」を原則として，「農業を以て工業を育成し，工

業を以て農業を発展させ」を戦略として，５３年から第一期四カ年経済建設計画を行 った。この時期には台湾

の農業生産力の発展とアメリカ援助を通して，工業の輸入代替は軽工業に重点が置かれた。ここで選択され

た産業は，技術が簡単で，資本集約度の低い労働集約型産業，例えは農産品加工　食品，紡績，パネル，コ

ム， セメント ，カラスなとであ った。国内の輸入代替軽工業の育成と貿易収支改善の為に，政府は「関税保

護」，「輸入管制」，「複数為替制度」，「輸出入外貨配当制度」，「工場設立制限」など保護措置を発動した 。

　結果的に，この時期の目標は基本的に達成された。農業が年平均４．８２％で持続成長し，農産品の輸出が工

業化のための資本形成に大きく貢献した。工業が年平均１１ ．７％と高い成長率で進んで，工業消費財の自給率

が高まり ，労働集約的軽工業基盤が築かれた 。

　（３）国際市場指向の軽工業発展期（六〇年代初頭～七〇年代初頭）

　この時期には台湾経済環境の改善，輸入代替工業の順調な成長，資本王義世界経済の空前の繁栄なと有利

な要素が挙げられるが，台湾島内市場サイズの制約と失業圧力及び資本不足の圧力など不利な要素も挙げら

れる。このような状況の下で，輸入代替の軽工業を成長させるには国際市場を指向して，輸出を拡大しなけ

ればならない。他方，外国の資本の誘致も要請されていた。そのため，政府は「十九点財政経済改革」，「外

国人投資奨励条例」，「技術合作条例」，「輸出加工区設置管理条例」なとの政策措置を採って，台湾の豊富

廉価且つ良質な労働力を外国の資金，技術と結合させて，そして，その製晶を海外の市場と結合させて，紡

績， 食品，コム，パネル，電子電気なと軽加工工業の成長を促進した。この時期の経済成長は史上最高の記

録を達成し，社会経済のパターンも工業的な社会経済のパターンヘの転換を達成した。結果として，国際市

場の需要に応じる輸出加工工業の拡張は国内市場の需要に応える輸入代替工業の保護を取替り ，この時期の

工業化過程の特徴となっ た。

　（４）国内市場指向の重化学工業輸入代替期（七〇年代初頭～八Ｏ年代初頭）

　過去十年間の高度成長を経験した台湾経済は七○年代初頭から世界経済と政治の影響により ，不安定な時

期を迎えた。この時期に起った二回の「石油危機」と台頭し始めた世界的な貿易保護主義傾向は，台湾の国

外市場指向の輸出加工工業の成長に影響を与え，対外依存度の高い加工経済の脆弱さが表面化した。また ，

深刻になっ た環境汚染，インフラストラクチャーなどの問題も表面化して社会問題にも発展した。その上 ，

国際政治舞台において，中国大陸の国連復帰，米中関係の改善，日中国交の回復などドラマが続々と演じら

れ， これは台湾政府に危機感を与えて，台湾社会に新たな不安要素を加えた 。

　１９７３年，台湾政府は「台湾経済の発展と安定の基礎固めの為に大規模な国土開発と重化学工業化を進め

る」という目標を打ち出した。この目標の下で，経済の自立と社会の安定のため，重化学工業の育成を狙う

輸入代替がこの時期の台湾政府の基本政策になり ，重化学用原材料と部晶の輸入を代替するための中問財 ，

原材料，部晶などの発展が政策の重点となった。石油危機以後に行われた資本主義世界市場の再編と先進諸

国での産業調整が台湾のこの政策目標の達成に新たなチャンスを与えた 。

　十年程の問に，鉄鋼と銅，アルミなど軽金属と基本金属工業，造船，自動車，機関車など運輸施設業，プ

ラスチ ック ，化繊産業が必要とする石油化学工業，機械，重電機及び電子部品などの産業が大きく成長した 。

「十大建設」，「十二項目建設」，「十四項目建設」はこの時期から続々実施され，産業構造を高度技術化する

為に，「新竹科学工業園区」が１９８０年に創られた 。

　重化学工業の輸入代替がこの時期の基本政策だと言 っても ，紡績，食品など軽工業の輸出志向は変らなか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７３）
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った。同時に，輸入代替政策のもとで成長しつつある一部の重化学工業，例えば機械，電機，電子及び精密

器具などの製晶輸出も奨励された 。

　（５）世界市場指向の加工産業高度化（“産業昇級”）発展期（八Ｏ年代初頭～現在）

　この時期の世界経済環境は先進諸国の不況による需要低迷，貿易保護王義の蔓延なとによっ て， 国際市場

への依存度が高い台湾経済に大きな影響を与えた。また，国際政治上の冷戦関係の緩和につれて，経済の世

界的統合及び融合化現象がさらに進んでいき，その中で新たな「新興工業化」現象が東アジア地域で発生し

て， すでに厳しくなっていた世界市場での台湾製品の競争力が新たな挑戦に直面しはじめた 。

　他方，台湾島内においても ，経済条件と政治環境が大きく変わ った。インフラの問題，環境汚染の問題 ，

労働力の問題，地域格差の問題，国際収支の里字過大の問題，資本過剰の問題，投資不振の問題，軍事戒厳

令と政党活動禁止令の解除に連れて表面化した政治不安定などがますます深刻化して，経済の成長に影響を

与えた 。

　経済を安定的に成長させ続けるために，内外環境の変化に応じて台湾政府は「自由化，国際化，制度化」

の方針を打ち出して，世界的なハイ ・テクノロジー発展の波に乗って，中問技術から始め，電子，情報，素

材， エネルギー， 機械及び他の技術集約型産業のような「戦略性工業」を優先的に発展させる加工産業高度

化の産業政策を設定した 。

　９０年代の初頭までに，産業構造と輸出構造から見ると，電子　機械のウエイトはすでに伝統的な紡績　食

品産業のそれを上回 った。しかし，全体的に見れば，この産業高度化計画は政府の財政，技術，市場などの

面でさまざまなサポートを受けているにもかかわらず，目標の達成にはほど遠いと言わざるを得なか った 。

　１９８９年から，台湾政府はまた，産業構造高度化を進める「国家建設六カ年計画」を打ち出して，新たに情

報， 通信，電子，高級素材，半導体，精密機器及び自動化，宇宙航空，精密化学及び医薬，医療 ・保健，汚

染防止など十の産業を「策略性産業」として設定し，光電技術，ソフトウエア技術，生産工程自動化技術 ，

素材応用技術，高度センサー技術，生命技術，資源開発技術，省エネルギー技術の八つの技術を技術開発の

重点として指定した。この新しい計画が実施され始めてから，すでに四年を経たが，膨大な財政赤字など新

たな問題をもたらした上に，計画は順調に進まなかった。その基本的な原因には，技術形成に関わる問題が

ある 。

皿． 技術（移転）導入のチャ ネル

　技術導入は直接投資，技術合作，商品輸入，人的交流，情報伝達の五つのチャネルを通して行われると言

える 。

　Ｇ　Ｒａｇａｚｚ１ の定義に従えぱ，直接投資は外国人が株権を所有することによっ て， 現地の企業生産活動を支
　　　　　　　　　　　１）
配し，そして直接介入する。利子，配当金等の取得を目的とする外国人投資家がたとえ現地企業の一部分の

株， 債券を所有しても，その企業の生産活動への直接介入或いは支配を行っていないので，そのような投資

は証券投資（Ｐ。。ｔ砒。ｍ。。。ｔｍ．ｎｔ）或いは間接投資と言われる 。

　多くの直接投資に関する研究の結果から言って，一般的には外国人の直接投資は投資先の資本形成に直接

的に影響を与えると同時に投資先の技術形成にも技術移転の効果を通して直接的に影響を与えるが，他方 ，

証券投資或いは間接投資は投資先の資本形成に影響を与えるが，直接的には技術移転への効果を上げること

がない 。

　これについては台湾の実態をも考えてみよう 。外資企業と国外技術の利用状況という表は台湾大学経済研

究所の蒔崎教授が調査の上整理したものである（表一１）。 表は本国企業の標本と外資企業の標本をそれぞれ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７４）
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１８５と１２６収めた。前者で国外技術を利用した標本数は１４個で，調査標本の７５７％を占めているが，後者でそ

の指標はそれぞれ１０８と８５ ．７１％である。さらに外資系企業標本群を多数株を所有するものと少数株所有する

ものとの二つのグループに分けて見ると ，前者の方で国外技術の利用がはるかに高いことが判る 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　これによっ て， 外国人の直接投資は技術移転との間

表一１　外資企業における国外技術の利用状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に密接な関係を有することが判断できる。そして直接
　　　　　　　　　　　　　　　　単位 ：社数，％
　　　　　　 （１）国　川２）調査杜数

　（３）＝（１）／｛２〕

　　投資によっ て現地企業での株権を支配する程度は・そ
　　　　　　　１」用土女
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の企業へ移転する技術の程度との間に正の相関関係を
本国企業　　　　　１４　　　　１８５　　　　７ ．５７

外資企業　　　　 １０８　　　　 １２６　　　８５ ．７１　　　もつことが想定できる（外国人の直接投資は必ず投資企業

　多数株所有　　　９４　　　　１０３　　　　９１ ．２６
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　での株権の割合の問題につながる）。
　少数株所有　　　１４　　　　　２３　　　　６０ ．８７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｈ　Ｊｏｈｎｓｏｎ は外資のｒ論争の概観」の中でｒ外国
　注 ：外資企業の定義は本国企業の株権が外国人によっ て所
　　有されるものとする。　　　　　　　　　　　　　人の直接投資は実質上の地主国への資本，管理ノーハ
　出所 ：藤崎，「直接外人投資，技術移転與台湾的工業発展」 ，

　　台湾エ業発展会議（南港 ：中研院経研所，民国七十ニ　　　ウ，技術ノ ー一ハウを包含するものを移転する現象であ
　　年）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る」と指摘している 。Ｉ　Ｓｖｅｍ１ｌｓｏｎも先進工業諸国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３、
が途上国で行った直接投資活動を技術移転の空前の成功の事例と見なしている 。

　よく知られているように ，Ｊ　Ａ　Ｓｃｈｍｐｅｔｅｒ は技術革新を生産関数の変化として定義し，それを新たな製
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
晶， 新たな生産方法，組織と管理，新しい市場の開拓から分析した。我々はＪ　Ａ　Ｓｃｈｕｍｐｅｔｅｒ の定義に従

って，外国人による直接投資が技術移転（導入）をもたらす現象を新たな生産方法，新製晶，新しい組織と

管理方法以外に，新たな市場（マーケティング） 等の側面から考察することができる。この中の新たな生産方

法と新製品は有形な技術，新しい組織と管理方法及び新たな市場マーケティングは無形な技術と考えられる 。

　技術協力とはここでは要するに先進国（の企業）の途上国（の企業）に対する技術や技術１青報の毎償或いは

有償での提供と技術指導 ・育成を指す。技術協力の形式をも有形と無形との二つに分けて見る。技術資料等

情報の提供や技術の指導 ・育成などは無形な技術移転，機械設備の提供や原材料 ・部品の提供や特許 ・商標

の提供などは有形な技術移転と考えられる。現実には無償の技術協力はわずかで，有償の技術協力，つまり

ロイヤルティーの取得による技術協力がほとんどである 。

　商品の輸入は技術導入の効果をもたらすことができる。全ての商品は一定の生産技術を体化しているもの

と考えられる。機械設備，原材料，部品，機械設備以外の完成品などの商品は国際貿易による移動を通して ，

そのものに体化した技術を移転することができる。周知の通り ，第二次世界大戦後の半世紀にわた った「コ

コム」規制は技術貿易だけではなく ，商品の移動による社会主義世界への技術移転に対する制限である 。こ

れは商品の技術移転効果を反面から裏付けている 。

　人的交流と情報の交流は技術移転の重要なチャ ネルとして，認識が定着している。菰田文男氏は日本の経
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
験に基づいて，「緊密な人的交流は技術移転の正否を決定づける鍵である」と指摘した。人的交流の形式と

しては出張調査，訪問，見学，研修，留学，共同Ｒ＆Ｄなどが普遍的に利用されている 。

　情報の交流に関しては，商品のカタログ，マニュアル，雑誌，新聞，データ資料，テレビ，ラジオなどの

チャ ネル以外に，各種の会議とＴＥＬ＆ＦＡＸもある。現在，多くの国が技術政策を策定する場合，情報サ

ービスヘの参加を重視することがその反映である 。

　ところが，人的交流と情報交流を通す技術移転は我々の目に見えないソフトなもので，具体的に把握して ，

数量化するのが，非常に難しい 。

１Ｖ．技術（移転）導入の過程

上述の技術移転（導入）の五つの形式は人的交流と情報交流との二つが目に見えないソフトな性格を有す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７５）
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るのに対して，直接投資，技術協力，商品の輸入は基本的には目に見える性格を有し，統計上処理すること

ができるが，商品の輸入に関しては，そのものがどのぐらいの技術移転の効果をもたらすかを数量的に推定

するには難しい作業である。だから，ここでの台湾の技術移転（導入）過程の実態を数量的な方法で検討す

るには，直接投資と技術協力とのアプローチから行うと同時に，台湾の対外直接投資と商品の輸入をも補足

する材料として検討を試みたい 。

　１　亡接投資

　ａ ．推移変動について

　戦後台湾への直接投資は１９５２年から始まっ た。１９９２年までの４１年問のそれをトータルで時系列に見ると ，

その不安定さが大きな特徴として示されていることが判る。５０年代ではその件数と金額とも少なくて，そし

て不安定であ った。６０年代に入ってから，成長の趨勢を見せ始めた。特に６６－７５年の間，急上昇の推移趨勢

の中で，７１年と７５年に二回大きく下落して，変動の激しさを現した。７６－８５の１０年問には安定的に成長した

が， ８６８９年に再ぴ急伸し，その後また急落した（図一１／台湾の直接投資（件数と金額）４１年問の推移，図一２／

台湾の華僑と外国人別の直接投資推移（件数），図一３／台湾の華僑と外国人別の直接投資（金額）を参照）。

　　　　　　　　　　　　　　図一１　台湾への直接投資（件数と金額）推移
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　　　　　　　　図一３　台湾の直接投資推移（金額）

単位・百万　　　　　　　　　　　１９５２－９２年

９１

２． ５

２

１．５

１

０．５

８
１９５２５４５６５８６８６２６４６６６８７日７２７４７６７８８０８２８４８６８８９０９２

　５３５５５７５９６１６３６５６７６９７１７３７５７７７９８１８３８５８７８９９１

　　　　　　一合計金額 …・・ 奉僑金額…タト人金額

　なぜ台湾の直接投資が不安定という特徴を示しているかについては，台湾島内の経済政治環境以外に，国

際的な政治経済環境要因が大きく影響したと考えられる 。

　台湾の直接投資誘致の姿勢は５０年代の初めに見られた。１９５２年の１０月１日に台湾の行政院が「華僑台湾生

産事業投資奨励弁法」を公布し，５３年１２月５日には台湾省政府が「華僑及ぴ海外居住者の台湾生産事業投資

奨励弁法」を公布した。５４年７月６日に立法院が「外国人投資条例」を可決し，９月１日に行政院はまた

「華僑帰国投資弁法」を公布した。翌年の１１月１９日には「華僑帰国投資条例」を公布した。しかし，投資件

数と金額はその期待から遠く離れた。このことについては，当時の台湾海峡の緊張した情勢が大きな影響を

与えたと考えられる 。

　４９年１２月国民政府が台湾に撤退した後，解放軍は５０年３月海南島に上陸し，４月台湾に降伏を勧告し，５

月舟山列島を解放した。台湾海峡は緊迫状況に突入した。６月２５日に朝鮮戦争が突発し，６月２７日 ，アメリ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
カが第七艦隊を台湾海峡に派遣し，そして，トルーマン米国大統領が台湾の中立化方針の声明を発表した ，

台湾海峡の緊張情勢は一時緩和した。５３年２月３日 ，国民政府は４９ ・５０年の中国沿岸封鎖令を自動的に復活

すると声明し，台湾を固守して大陸を反攻しょうとする国府軍と台湾を解放しようとする解放軍の対決する

緊張情勢は再び出現した。その後，５４と５８年，国民政府軍と解放軍が台湾海峡で二回も激しい交戦（アメリ

カの軍事力も介入した）状態に突入した。５８年，４０日問続いた台湾海峡の二回目の熱戦が休戦に終わた後，解

放軍はアメリカの「沿海島喚中立化」の大陸と台湾を分離させる方案に対策して，１０月２３日から無期限の隔

日砲撃を形式的に取り ，国民政府軍もそれに応じて同じ形式を取って，対時状態となっ た。

　この後の５９年３月チベットで反乱が起こっ た。 また，この年から中国大陸では，大躍進の工業化政策の失

敗と連年の全国規模な農業凶作による経済大不況，ソビエトとの政治路線の対立によるすべての中ソ問経

済・ 軍事 ・技術協力契約の中止，中ソ国境関係の緊張，中印国境紛争などの出来事が起こっ た。 厳しくなる

内外情勢は中国にとっては台湾解放の日程を変更しなければならなかった。台湾海峡の緊張情勢は５９年から

徐々に安定状態に入 った 。

　６０年代半ばからベトナムの情勢が段々緊張して，６５年２月７日から米軍の北ベトナム空爆が始まっ た。 ４

月米空軍が海南島付近で中国の空軍と交戦した後，北爆の米機が頻繁に中国領空を侵犯し，交戦も多くなっ

た。 その後ベトナム戦局は中国の台湾海峡での出方に大きく影響を与えたと言える。言い替えると ，６０年代

半ばからのベトナムでの熱戦は台湾海峡の情勢を固定化させた 。

　上述したことを参照しながら，図一１の台湾の直接投資（件数と金額）４１年問の推移を見ると ，この時期の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７７）
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投資変動は台湾海峡の安定にしたがって上方ヘシフトし，緊張にしたがって下方ヘシフトするような曲線と

して現れたことが判る 。

　６０年９月１０日台湾の初めての「投資奨励条例」が公布され，６２年８月初めての「技術提携条例」が公表さ

れた。６６年１２月 ，高雄輸出加工区を設立し，また，６９年１月と８月 ，楠梓と台中二つの輸出加工区が増設さ

れた。割合安定な海峡情勢を背景として，この投資奨励措置，特に米国顧問の提議による輸出加工区の設立

は台湾への直接投資件数を６０年代に入って増加させた。６６年の輸出加工区の設立とベトナム戦争の激化によ

るベトナム特需増大は台湾でのこの時期からの直接投資急増の誘因となっ た。

　しかし，７０年代の初めに起った国際政治 ・経済の出来事はこの急増の直接投資に大きく影響を与えた。米

中接近，台湾の国連からの排除，ニクソン訪中，日中国交回復は一時台湾への直接投資を急減させた。その

後の石油危機と米国のインドシナ半島での敗戦と撤退は一時回復した台湾への直接投資を再び急落させた
。

　台湾政府は厳しい国際政治経済状況と脆弱な内的経済基盤に対して，相継いで，「十大建設」（７３年１１月発

表），「十二項目建設」（７７年９月発表），「十四項目建設」（８４年９月発表）をスタートさせた。また，８３年に「新

竹科学工業園区」を開設した。一方，台湾海峡の緊張関係も国際政治全体構造の変化にしたがって，緩和さ

れた。この環境の下で，台湾７０年代半ばから８０年代半ばまでの直接投資は，安定成長かつ６０年代前半の成長

の趨勢に沿っっ て推移した（この問に，７９年の米台断交 ・米中国交樹立事件は一時的にも台湾の直接投資を下方ヘシフ

トするように影響も与えたが，台湾海峡に現れた新たな平和情勢により回復した）。 さらに，８０年代半ば以後経済的イ

ンフラ環境の改善，軍事戒厳今の解除，政党活動禁止令の解除，新聞統制の緩和，そして経済規制の緩和と

いう一連の変化があ った。これらの内的政治経済環境の好転は再ぴ直接投資の急増加をもたらす効果を与え

たと言える 。

　８９年からの直接投資の下落は要するに台湾島内投資環境の悪化（特に，対ドル為替レートの切り上げと低労働

力賃金優位の喪失）と国際政治構造転換後の世界経済再編成の中でのアセアン ・中国の台頭などの要因によっ
　　　　　７）
て説明できる 。

　トータルで，投資件数の変動の内的構成要素を分析すると，外国投資部分においては日本からの投資の変

動， 華僑投資部分においては７０年代前半までのその他地域からの投資の変動，その以後，香港からの投資変

動が最も影響を影響を与えていたことが言える（図一４／台湾の華僑直接投資件数の地域別推移と図一５／台湾の外

国人直接投資件数の地域別推移を参照）。

図一４　台湾の華僑投資件数の地域推移
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　図一５　台湾の外国人直接投資件数の国別推移
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ｂ． 主体別構造について

　１９５２年から９２年まで，台湾政府に許可された直接投資は６ ，５７３件で，１６ ，４９１ ．４１百万ドルに達した。そのう

ち， 華僑の投資は２ ，３２６件，２ ，４８５ ．３９百万ドルで，全体の３５ ．３９％，１５ ．０７％を占めているが，外国人の投資

は４ ，２４７件，１４ ，００６ ．０２百万ドルで，全体に占める割合はかなり大きい，特に金額べ一スの場合がそうである

が， 台湾への直接投資における華僑投資は重要視されるべきであると思う（表一２／台湾への直接投資件数と金

額（絶対値），表一３／台湾への直接投資件数と金額（相対値）を参照）。 その理由は二つある。一つはその他の国及

び地域への直接投資の主体構成と比べて，台湾への華僑投資は重要な特徴として見られることであり ，もう

一つは台湾での華僑投資が台湾にとっ て重要な資本源泉と技術移転のチャネルとして，特に８０年代の半ば頃

まで存在していることである（図一６／台湾の直接投資の件数構成，図一７／台湾の直接投資の金額構成を参照）。

　華僑の直接投資は件数べ一スで見ると ，７７年まで，個別の年度を除けば，それは殆ど全体の半分以上を占

めた。その後，７８年からそれは４０％台に，８０年から３０％台に，８６年から２０％台に，８８年から１０％台に下がり

続けてきた。この変化は７８年に「改革 ・開放」路線に乗り始めた中国の変化に従う華僑の中国への投資が増

加してきたことによっ て， 台湾への投資増加が鈍化したことによるものであろう 。また，華僑投資を金額べ

一スで見ても ，５３－８０年には年平均３８％で，全体に示す重要さを見せてくれた 。

　主体別構造を地域別に見ることができる。まず，外国人投資の地域構成を分析しよう 。分析は外国人直接

投資を日本，アメリカ ，欧州，その他の四つのグルー プに分けることにする。件数から見る場合に，日本と

アメリカの投資が圧倒的に多いことは言えるが，日本を主としていることは特徴的である。欧州とその他の

国の投資は７０年代から徐々に増えてきている（図一８／台湾の外国人直接投資件数の国別構成を参照）。 金額べ 一ス

でみれば，アメリカは６０年代半ばまでは８０％以上を独占し，主要な地位を持っていたことが言える
。７０年代

の半ばから日本のそれは段々増え，８０年代半ばに入ってからは，アメリカに替わ って，第一位になっ たが ，

それによりその構造は一国が多数を占めるのではなく ，より均衡的な特徴を持つようになっ たのである（図

一９／台湾の外国人直接投資金額の国別構成を参照）。

　また，華僑投資の地域別構造を分析すると ，５０年代後半において，日本での華僑からの直接投資が主な地

位を占めたが，その後，香港からの投資が重要性を持つようになっ たことが判る。また，「その他」華僑に

よる投資は件数べ一スでは７０年代から漸次比率を増し，８０年代には過半を占めるようになっ た（金額べ一ス

では，６０年代以降，個別年度を除けば一貫して最大である）（図一１０／台湾の華僑直接投資件数の地域別構成，図
一１１／台湾

の垂僑直接投資金額の地域別構成を参照）。

（６７９）
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表一２　台湾の直接投資件数と金額 単位 ：千ドル

年別
華　　僑 外　　人 合　　計

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

１９５２ ５ １， ０６７ ０ ０ ５ １， ０６７

５３ １２ １， ６５４ ２ ２， ０４１ １４ ３， ６９５

５４ ３ １２８ ５ ２， ０９２ ８ ２， ２２０

５５ ３ １７６ ２ ４， ４２３ ５ ４， ５９９

５６ １３ ２， ４８４ ２ １， ００９ １５ ３， ４９３

５７ １０ １， ５７４ ４ ４８ １４ １， ６２２

５８ ６ １， ４０２ ３ １， １１６ ９ ２， ５１８

５９ ＊ ８２０ ＊ １４５ ＊ ９６５

６０ ６ １， １３５ ８ １４ ，３３８ １４ １５ ，４７３

６１ ２４ ８， ３４０ ５ ５， ９６４ ２９ １４ ，３０４

６２ １０ １， ６６０ ２６ ３， ５４３ ３６ ５， ２０３

６３ ２２ ７， ７０３ １６ １０ ，３４７ ３８ １８ ，０５０

６４ ２８ ８， ００７ １３ １１ ，８９０ ４１ １９ ，８９７

６５ ３０ ６， ４７０ ３６ ３５ ，１４０ ６６ ４１ ，６１０

６６ ５１ ８， ３７７ ５２ ２０ ，９０４ １０３ ２９ ，２８１

６７ １０５ １８ ，３４０ １０７ ３８ ，６６６ ２１２ ５７ ，００６

６８ ２０３ ３６ ，４９９ １２２ ５３ ，４４５ ３２５ ８９ ，９４４

６９ ９０ ２７ ，４９９ １１１ ８１ ，９３８ ２０１ １０９ ，４３７

７０ ８０ ２９ ，７３１ ７１ １０９ ，１６５ １５１ １３８ ，８９６

７１ ８６ ３７ ，８０８ ４４ １２５ ，１４８ １３０ １６２ ，９５６

７２ １１４ ２６ ，４６６ ５２ １００ ，１９０ １６６ １２６ ，６５６

７３ ２０１ ５５ ，１６６ １５０ １９３ ，６８８ ３５１ ２４８ ，８５４

７４ ８５ ８０ ，６４０ ８３ １０８ ，７３６ １６８ １８９ ，３７６

７５ ４４ ４７ ，２３５ ４１ ７０ ，９４０ ８５ １１８ ，１７５

７６ ５３ ３９ ，４８７ ４５ １０２ ，７３２ ９８ １４１ ，５１９

７７ ５２ ６８ ，７２３ ５０ ９５ ，１８６ １０２ １６３ ，９０９

７８ ５０ ７６ ，２１０ ６６ １３６
，７１５

１１６ ２１２ ，９２９

７９ ５０ １４７ ，３５２ ７３ １８１ ，４８３ １２３ ３２８ ，８３５

８０ ３９ ２２２ ，５８４ ７１ ２４３ ，３８０ １１０ ４６５ ，９６４

８１ ３２ ３９ ，４６３ ７３ ３５６ ，２９４ １０５ ３９５ ，７５７

８２ ５０ ５９ ，７２０ ８２ ３２０ ，２８６ １３２ ３８０ ，００６

８３ ４９ ２９ ，０８６ １００ ３７５ ，３８２ １４９ ４０４ ，４６８

８４ ７４ ３９ ，７７０ １００ ５１８ ，９７１ １７４ ５５８ ，７４１

８５ ６７ ４１ ，７５７ １０７ ６６０ ，７０３ １７４ ７０２ ，４６０

８６ ８０ ６４ ，８０６ ２０６ ７０５ ，５７４ ２８６ ７７０ ，３８０

８７ １１７ １９５ ，７２７ ３６３ １， ２２３ ，０６９ ４８０ １， ４１８ ，７９６

８８ ８９ １２１ ，３７７ ４３８ １， ０６１ ，１６１ ５２７ １， １８２ ，５３８

８９ ７０ １７７ ，２７３ ４７８ ２， ２４１ ，０２６ ５４８ ２， ４１８ ，２９９

９０ ８５ ２２０ ，１１５ ３７６ ２， ０８１ ，６５７ ４６１ ２， ３０１ ，７７２

９１ ６５ ２１９ ，４６２ ３２４ １， ５５８ ，９５７ ３８９ １， ７７８ ，４１９

９２ ７３ ３１２ ，１４６ ３３８ １， １４９ ，２２８ ４１１ １， ４６１ ，３７４

合計 ２， ３２６ ２， ４８５ ，３８８ ４， ２４７ １４ ，００６ ，０２１ ６， ５７３ １６ ，４９１ ，４０９

出所　Ｓｔａｔ　ｔａｃｓｏｎ Ｏｖｅｒｓｅａｓ Ｃｈｍｅｓｅ ＆Ｆｏｒｅ１ｇｎＩｍ　ｔｍｅｎｔ，Ｔｅｃｈｍｃａ１Ｃｏｏｐｅｒａｔｌｏｎ　Ｏｕｔｗａｒｄｍｖ　ｔ　ｅｎｔ，ＯｕｔｗａｒｄＴｅｃｈｍｃａ１Ｃ　ｏｐ
ｔｉｏｎ，Ｔｈｅ　ｒｅｐｅｕｂｌｉｃ　ｏｆ　Ｃｈｈａ（１９８９－１９９２）

Ｃ． 華僑と外国人直接投資の産業別構造について

　件数べ一スで，１９５２－９２年の四十一年間においては，機械（８２ ．４５），電子電器（８１ ．０３），基本金属と金属
（７９１２），金融保険（６９５１），化学工業（７６８１），サ ーヒス業（６９５１），貿易（６６２２），鉱業採石（５７１４），プラ

スチ ックとゴム（５４ ．０３），食品及び飲料（５３ ．９７），非鉄金属と鑛産（５２ ．３４），その他雑工業（５１ ．３９）の直接投

資件数における比率は外国人からのものが多いに対して，漁業と畜産（８５ ．４８），農林（８０ ．９５），建設（７５ ．８５）
，

運輸（６２３２），製衣（６２０２），紡績（６１８６），パルプ及ぴ製紙（６１０２），木材加工（５６１２），革製品（５２３１）の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８０）



戦後台湾工業化過程における技術導入と導入政策（宋）

　　表一３　台湾の直接投資件数と金額の構成

　９５

単位 ：％

華　　僑 外　　人 合　　計
年別

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

１９５２ １００ ．ＯＯ １００ ．００ ０． ００ Ｏ． ００ １００ ．００ １００ ．００

５３ ８５ ．７１ ４４ ．７６ １４ ．２９ ５５ ．２４ １００ ．ＯＯ １００ ．００

５４ ３７ ．５０ ５． ７７ ６２ ．５０ ９４ ．２３ １００ ．００ １００ ．ＯＯ

５５ ６０ ．００ ３． ８３ ４０ ．００ ９６ ．１７ １００ ．００ １００ ．００

５６ ８６ ．６７ ７１ ．１１ １３ ．３３ ２８ ．８９ ユ００ ．００ １００ ．００

５７ ７１ ．４３ ９７ ．０４ ２８ ．５７ ２． ９６ １００ ．ＯＯ １００ ．ＯＯ

５８ ６６ ．６７ ５５ ．６８ ３３ ．３３ ４４ ．３２ １００ ．００ １００ ．ＯＯ

５９ ＊ ８４ ．９７ ＊ １５ ．０３ ＊ １００ ．００

６０ ４２ ．８６ ７． ３４ ５７ ．１４ ９２ ．６６ １００ ．００ １００ ．００

６１ ８２ ．７６ ５８ ．３１ １７ ．２４ ４１ ．６９ １００ ．００ １００ ．００

６２ ２７ ．７８ ３１ ．９０ ７２ ．２２ ６８ ．１０ １００ ．００ １００ ．ＯＯ

６３ ５７ ．８９ ４２ ．６８ ４２ ．１１ ５７ ．３２ １００ ．ＯＯ １００ ．ＯＯ

６４ ６８ ．２９ ４０ ．２４ ３１ ．７ユ ５９ ．７６ １００ ．ＯＯ １００ ．００

６５ ４５ ．４５ １５ ．５５ ５４ ．５５ ８４ ．４５ １００ ．００ １００ ．００

６６ ４９ ．５１ ２８ ．６１ ５０ ．４９ ７１ ．３９ １００ ．００ １００ ．００

６７ ４９ ．５３ ３２ ．１７ ５０ ．４７ ６７ ．８３ １００ ．ＯＯ １００ ．ＯＯ

６８ ６２ ．４６ ４０ ．５８ ３７ ．５４ ５９ ．４２ １００ ．００ １００ ．００

６９ ４４ ．７８ ２５ ．１３ ５５ ．２２ ７４ ．８７ １００ ．ＯＯ １００ ．ＯＯ

７０ ５２ ．９８ ２１ ．４１ ４７ ．０２ ７８ ．５９ １００ ．００ １００ ．００

７１ ６６ ．１５ ２３ ．２０ ３３ ．８５ ７６ ．８０ １００ ．００ １００ ．００

７２ ６８ ．６７ ２０ ．９０ ３１ ．３３ ７９ ．１０ １００ ．００ １００ ．００

７３ ５７ ．２６ ２２ ．１７ ４２ ．７４ ７７ ．８３ ユ００ ．００ １００ ．００

７４ ５０ ．６０ ４２ ．５８ ４９ ．４０ ５７ ．４２ １００ ．００ １００ ．ＯＯ

７５ ５１ ．７６ ３９ ．９７ ４８ ．２４ ６０ ．０３ １００ ．００ １００ ．００

７６ ５４ ．０８ ２０ ．９０ ４５ ．９２ ７２ ．１０ １００ ．００ １００ ．ＯＯ

７７ ５０ ．９８ ４１ ．９３ ４９ ．０２ ５８ ．０７ １００ ．００ １００ ．ＯＯ

７８ ４３ ．１０ ３５ ．７９ ５６ ．９０ ６４ ．２１ １００ ．ＯＯ １００ ．ＯＯ

７９ ４０ ．６５ ４４ ．８１ ５９ ．３５ ５５ ．１９ １００ ．ＯＯ １００ ．００

８０ ３５ ．４５ ４７ ．７７ ６４ ．５５ ５２ ．２３ ユ００ ．００ １００ ．ＯＯ

８１ ３０ ．４８ ９． ９７ ６９ ．５２ ９０ ．０３ １００ ．ＯＯ １００ ．００

８２ ３７ ．８８ １５ ．７２ ６２ ．１２ ８４ ．２８ １ＯＯ ．ＯＯ １００ ．００

８３ ３２ ．８９ ７． １９ ６７ ．１１ ９２ ．８１ １００ ．ＯＯ １００ ．００

８４ ４２ ．５３ ７． １２ ５７ ．４７ ９２ ．８８ １００ ．ＯＯ １００ ．ＯＯ

８５ ３８ ．５１ ５． ９４ ６１ ．４９ ９４ ．０６ ユ００ ．００ １００ ．００

８６ ２７ ．９７ ８． ４１ ７２ ．０３ ９１ ．５９ １００ ．００ １００ ．００

８７ ２４ ．３８ １３ ．８０ ７５ ．６３ ８６ ．２０ １００ ．ＯＯ １００ ．００

８８ １６ ．８９ １０ ．２６ ８３ ．１１ ８９ ．７４ １００ ．ＯＯ １００ ．００

８９ １２ ．７７ ７． ３３ ８７ ．２３ ９２ ．６７ １００ ．ＯＯ １００ ．００

９０ １８ ．４４ ９． ５６ ８１ ．５６ ９０ ．４４ １００ ．ＯＯ １００ ．ＯＯ

９１ １６ ．７１ １２ ．３４ ８３ ．２９ ８７ ．６６ １ＯＯ ．ＯＯ １００ ．００

９２ １７ ．７６ ２１ ．３６ ８２ ．２４ ７８ ．６４ １００ ．ＯＯ １００ ．ＯＯ

合計 ３５ ．３９ １５ ．０７ ６４ ．６１ ８４ ．９３ １００ ．００ １００ ．ＯＯ

出所 ：Ｓｔａｔｉｓｔａｃｓ　ｏｎ Ｏｖｅｒｓｅａｓ Ｃｈｈｅｓｅ ＆Ｆｏｒｅｉｇｎ　Ｉｎｖ　ｔ　ｔ，ＴｅｃｈｎｉｃａｌＣｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ，Ｏｕｔｗａｒｄ　ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ，Ｏｕｔｗａｒｄ　Ｔｅｃ
ｈｎ１ｃａｌ　Ｃ

ｏｏｐｅｒａ

　　 ｔｉｏｎ，Ｔｈｅ　ｒｅｐｅｕｂｌｉｃ　ｏｆ 　ｃｈｉｍ（１９８９－１９９２）

それは華僑からのものが多い。金額べ一スで見ると ，鉱業採石（７４９７），漁業と畜産（７３７４），農林（７３４８） ，

建設（５３ ．２９），非鉄金属と鉱産（５２ ．２），パルプ及び製紙（５０．３９）を除く他の産業における外国人の比重は ，

華僑からのそれより多いことを示している（図一１２／直接投資件数の業種別構成１９５２－９２，図一１３／直接投資金額の業

種別構成１９５２－９２を参照）。

　しかし，この四十一年問を更に５２－７９年と８０－９２年との二つの時期分けて検討すれば，次の変化が現れて

いる 。５２－７９年では，華僑投資件数は電子電器，機械，基本金属と金属，化学産業の四つの産業を除く他の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８１）



９６ 立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

図一６　台湾の直接投資件数の構成
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吻華僑図タト国人

図一７　台湾の直接投資金額の構成
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図一８　台湾の外国人直接投資件数の国別構成
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図一９　台湾の外国人直接投資金額の国別構成
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図一１０　台湾の華僑直接投資件数の地域構成
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図一１１台湾の華僑直接投資金額の地域構成
１００

９０

渕

７０

６日

５０

４０

初

羽

柵

ｏ
１９５２５４　５６　５８　６０　６２　６４　６６　６８　７０　７２　７４　７６　７８　８８　８２　８４　８６　８８　９０　９２１９５２５４　５６　５８　６０　６２　６４　６６　６８　７０　７２　７４　７６　７８　８８　８２　８４　８６　８８　９０　９２

５３５５５７５９６ｔ鴫６５６７６９刊７３７５７７７９８１鴫８５８７８９９１

四日本図香港圏その他

（６８３）



９８　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

産業におけいて多数を占めたが，８０－９２年期は，逆に，外国人投資件数が漁業と畜産以外の全ての産業で多

数の比重を示すように変わ った。これは８０年代以後の外国人投資件数がより速い正の成長を遂げたのに対し

て， 華僑のそれは負の成長を辿ったからである（図一１４／直接投資件数の産業別構成１９５２－７９，図一１５／直接投資件

数の産業別構成１９８０－９２を参照）。 金額べ一スのそれを見ても ，類似の傾向が見られる（図一１６／直接投資金額の産

業別構成１９５２－７９，図一１７／直接投資金額の産業別構成１９８０－９２を参照）。

　上述の台湾への直接投資の華僑と外国人の産業別構造の特徴は，台湾への技術移転に対する影響はないと

は言えないであろう 。つまり ，華僑投資は伝統産業において投資比重が大きく ，外国人投資は近 ・現代産業

　　　　　　　　　　　　　　　　　図一１２直接投資件数の業種別構成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９５２－９２年
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図一１３直接投資金額の業種別構成

　　　　　　１９５２－９２年
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図一１４　直接投資件数の業種別構成
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図一１５　直接投資件数の業種別構成
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図一１６　直接投資金額の業種別構成
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図一１７直接投資金額の業種別構成

　　　　　１９８０－９２年
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で投資比重が大きいことは，それらの産業への技術移転に対して，それぞれが重要性を持つことを意味する

であろう 。

ｄ． 直接投資の産業集中度

　１９５２－９２年の台湾への直接投資の産業集中度は件数べ一スで見る場合，貿易（１９ ．１），電子電器（１３
．６）

，

サービス業（１２ ．８），基本金属と金属（７ ．５３），化学工業（７．３５）であり ，金額べ一スで見ると，電子電器

（２４ ．４３），化学工業（１５ ．３１），サービス業（１２
．１），機械（８ ．０７），金融（７．０５）であることがわかる（図一１８／台

湾への直接投資件数べ 一スの産業集中度１９５２－９２，図一１９／台湾への直接投資金額べ一スの産業集中度１９５２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８６）
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－９２を参照）。 金額べ一スと件数べ一スで現れた産業集中度の不一致はそれらの産業の資本集約度の特質に

よると説明できる 。

　図一２０と図一２１は二つの時期にわけてそれぞれの時期の直接投資産業集中度を示している。金額べ一スの場

合， 両期間のそれは殆ど一致しているが，件数べ一ス見ると ，時期的な変化がよく判る。すなわち ，５２－７９

年期には直接投資は電子電器（１４ ．９２），基本金属と金属（９
．１７），その他の雑工業（８ ．６８），化学工業（８ ．４９） ，

プラスチ ックとゴム（７．５８）等産業への集中度は高かったが，８０－９２年期には，その集中度が高い産業は貿

易（２９ ．４２），サービス業（１８ ．０１），電子電器（１２．７８）等産業に変わ って，特に貿易とサ ービス業への集中度が

著しく高いのである（図一２２と図一２３を参照）。

　このような変化をもたらす要因として二つ挙げることができる。一つは，８０年代以後の台湾内外経済条件

の変化によっ て， 物を製造する産業の立地条件でのかつての優位性がだんだん失なわれていたことである 。

もう一つは，台湾市場を保護する諸規制が８０年代から徐々に緩和され，貿易業，サービス業，金融業への外

資の参入機会が増えつつあることである 。

　続いて，５２－９２の四十一年間の外国人と華僑の直接投資の産業集中度を検討しよう 。図一２４と図一２５はそれ

ぞれ華僑と外国人の直接投資件数べ一スの産業集中度を表している。両図に示されているように，華僑の場

合その産業集中度の上位六位までは貿易（１８ ．３），サ ービス（１１
．１），電子電器（７ ．３），その他産業（６

．９），建

設業（６ ．８），プラスチ ックとゴム（５．９）などの順位に並んでいるが，外国人の投資は貿易（１９
．５），電子電器

（１７ ．１），サ ービス業（１３
．８），基本金属と金属（９ ．３），化学工業（８．７）と機械（７．３）に集中している。金額べ

一スで見れば（図 一２６と図 一２７を参照），同期問の華僑の投資はサ ービス（２３
．９），金融保険（１８ ．２），非鉄金属と

鉱産（１１ ．８），紡績（５ ．６），電子電器（５ ．２）と運輸（５．１）の順に集中し，外国人投資の集中度は電子電器

（２７ ．９），化学工業（１７ ．５），サ ービス（１０
．０１），機械（９ ．１），貿易（７ ．５），基本金属と金属（７．２）などの順位で

ある 。

　ここでも外人と華僑の直接投資の産業集中度を時期別に検討しよう 。図一２８と図一２９はそれぞれ５２－７９年期

と８０－９２年期の華僑直接投資件数べ一スでの産業集中度を示している。それに現れているように ，５２－７９年

期の華僑投資件数の産業集中度は割合均衡的となっ ていたが，８０－９２年期に入 ってから，その投資件数の

６５％が貿易，サービスと電子電器に集中した。そのうち，貿易業の集中度は３７
．３，サ ービス業は１７ ．９で，と

ても高かった。華僑投資の重点は７０年代までの建設業，その他の雑工業，プラスチ ックとゴム，製衣業から ，

８０年代以後は貿易，サービス，電子電器へ転換してきた。金額べ一スの場合，５２－７９年期には，サービス業

（２７ ．３），非鉄金属と鉱産（１４ ．２），建設業（１２．１）三つの産業への集中度は５３．６％に達したが，８０－９０年期に

は， 金顧保険，サービス業，非鉄金属の順になっ て， それぞれの集中度は２３
．１ ，２２ ．５と１０．７ポイントとなっ

て， 件数べ一スの集中度と異なる傾向を示している（図一３０／華僑直接投資金額べ 一スの産業集中度１９５２－７９，図

一３１／華僑直接投資金額べ 一スの産業集中度１９８ト９２を参照）。 これは特に金融保険と非鉄金属への投資の件数が少

ないのに，投資規模が大きかったこと ，貿易業と電子電器への投資件数が多いけれども ，その投資規模が小

さかったことを示している 。

　外国人の直接投資については，次のような時期的特徴も見える 。５２－７９年期には，件数べ一スで，集中度

は電子電器（２５ ．９），基本金属と金属（１３
．９），化学工業（１２ ．８），機械（８．６）など製造業にあ ったが，８０－９２

年期のそれは貿易（２７ ．１），サ ービス（１８
．Ｏ），電子電器（１３．７）へ転換してきて，製造業の電子電器が第一位

から第三位に転落した（図一３２／外国人直接投資件数べ 一スの産業集中度１９５２－７９，図一３３／外国人直接投資件数べ 一ス

の産業集中度１９８ト９２を参照）。 金額べ一スでは電子電器が５２－７９年期には４８％と非常に高い集中度を示し，化

学工業（１５ ．１），機械（９ ．３），基本金属と金属（８．７）等の産業も件数べ一スの集中度と類似したが，８０－９２年

期に入ってから，電子電器，化学工業，基本金属と金属，機械に集中する構造は依然保っているが，電子電

器への集中度は２２ ．６ポイント下 って，サービス，金融，貿易などの産業集中度は大きく上がってきた（図

一３４／外国人直接投資金額べ 一スの産業集中度１９５２－７９，図一３５／外国人直接投資金額べ一スの産業集中度１９８ト９２を参照）。
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１０８　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

　上述の華僑と外国人との直接投資の各産業への時期的な特徴はその直接投資による各産業への技術移転の

特徴として理解してもよいであろう 。検討期問をトータルで見て，直接投資による台湾への産業技術移転は

電器電子，機械，化学工業，基本金属を中心としたことは言えるであろう 。言い替えると ，今日の台湾の電

子電器を中心とする産業構造の形成は実にその技術移転の結果として考えられる。ところが，八○年代以後 ，

外国からの投資性向は貿易，サービス等非製造業部門へ移行した傾向をも観られた。この変化はこれからの

台湾産業技術構造の形成に何らかの影響を与えるだろう 。

　２ ．技術協力

ａ． 技術協力の主体別構造

　１９５２－９２年において，台湾政府が許可した技術協力件数は計３ ，７８３件である。そのうち，アメリカからの

は８９８件，日本からのは２ ，２７８件，ヨーロッパからのは４９２件，その他の地域からのは１１５件であ って，それそ

れ２３ ．７４，６０ ．２２，１３ ．０１，３ ．０４のパーセンテージを示していて，日本との契約が圧倒的に多かった（表一４／

技術協力件数の主体別構造を参照）。

　更に，時期的に見ると ，表一４に示しているように，５２－７９年期において，日本は７０．２２％を占めていたが
，

８０年一９２年期にその比重が１５ ．４１ポイント減り ，日本以外の地域の比重がそれぞれ増えた。しかし，台湾の

技術協力が件数べ一スでは，依然日本を主な相手とした特徴を有することは明かである 。

　　　　　　　　　　　　　　表一４　台湾での技術協力件数の主体別構造

時　期 合　計

１９５２－９２　　３ ，７８３（１００）

１９５２－７９　　　　　１ ，３１８（１００）

１９８ひ一９２　　２ ，４６５（１００）

アメリカ

８９８（２３ ．７４）

２５４（１９ ．２７）

６４４（２６ ．１３）

日　　本

２， ２７８（６０ ．２２）

９２６（７０ ．２６）

１， ３５２（５４ ．８５）

ヨーロツノく

４９２（１３ ．０１）

１１６（　８ ．８０）

３７６（１５ ．２５）

その他
１１５（３ ．０４）

２２（１ ．６７）

９３（３ ．７７）

出所　Ｓｔａｔｌｓｔａｃｓ　ｏｎ　Ｏｖｅｒｓｅａｓ　Ｃｈｍｅｓｅ ＆Ｆｏｒｅ１ｇｎ　Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ　Ｔｅｃｈｍｃａｌ　Ｃｏｏｐｅｒａｔｌｏｎ　Ｏｕｔｗａｒｄ　Ｉｎｖ　ｔｍｅ　ｔ　Ｏｕｔｗａｒｄ　Ｔｅｃｈｍｃａｌ　ｃｏｏｐｅｍ

　　
ｔｉｏｎ，Ｔｈｅ　ｒｅｐｕｂ１ｉｃ　ｏｆ　ｃｈｉｍ（１９９２）

，ｐｐ
．３７－４４により作成 。

ｂ． 技術協力の産業別構造

　１９５２－９２年の四十一年問の台湾政府が許可した３ ，７８３件の技術協力契約において ，２９．１％は電子電器に属

している。次は化学工業の１９ ．９％，三位と四位を占めているのは機械の１３ ．０％，基本金属と金属の１１ ．２％で

ある（図一３６／技術協力件数の業種別構成１９５２－９２を参照）。

　図一３７／技術協力件数の業種別構成（１９５２－７９）と図一３８／技術協力件数の業種別構成（１９８０－９２）に示され

ているように，時期的に見てもその順位は変わらないが，８０－９２年期には，電子電器と化学工業に属する技

　　　　　　　　　　　　　図一３６技術協力件数の業種別構成（１９５２－９２）

　　　　　　　サービス業 、６ ．似１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　“川０ ．・５ｉ

電子電器製品製造業（２９閉

　　　　　　　　　　　　　　　、
　　　　　　機械器具製造業（１３ ．肋）

　　プラスチックとゴム業（４．８え）洲とｍ川
．０５，

　　　　　　　　　　　　　　　８＝薫民一ヨ，一０
．００ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　＾昌及び以四ほ
．４９１

　　　　　　　　　　　　　　　崎‘■貫｛２
．０１，

　　　　　　　　　　　　　　　Ｉヨ衣リ｛１
．０３〕

　　　　　　　　　　　　　　　ホ軸カ０］〔竈‘０
．２１、

　　　　　　　　　　　　　　　
ノ｛’レブ及し’・舅・氏，｛・二■． ９０）

　　　　　化学工業 （１９ ．９％）　　”帥工川
’～４〕

　　　　　　　　　　　　　　　フラスチ ックとコム冥〔４
．葛４，

　　　　　　　　　　　　　　　化学工１｛１９
．ａ５１

　　　　　　　　　　　　　　　非饒金］と竈Ｏ讐１３ ．４”

　　　　　　　　　　　　　　　二な金８と金口蟹遣稟１ｉｌ
．１６）

　　　　　　　　　　　　　　　４８饒８＾蟹遣コー１２
．９５）

　　　　　　　　　　　　　　　■子■８饒易饒這引２９
．０Ｓ）

　　　　　　　　　　　　　　　に湿，〔１
．３０〕

　　　　非鉄金属と鉱産業（３５％〕”川。。〕

　　　　　　　　　　　　　　　金●■■饒■‘Ｏ
．０５１

　　　　　　　　　　　　　　　；Ｉ６，一〇
．１１１

　基本金属と金属製造業 （ｌｌ ．２％）　トヒス洲川
　　　　　　　　　　　　　　　その他１２

．５１，

（６９４）
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　図一３７技術協力件数の業種別構成（１９５２－７９）

電子電器製品製造業（２三６え）

機械器具製造業（１６似）

１０９

　　　　　　　　　　　　　　　　・■４“口　　（０
．００，

　　　　　　　　　　　　　　　　饒８と　■Ｏ１｛Ｏ
．０８１

　　　プラスチックとゴム業 （５．２之）“幻酬｛。 ．。。１

　　　　　　　　　　　　　　　　貧昌及乙一８１日〔３
．１９ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　．方Ｏ■コ‘２
．９６〕

　　　　　　　　　　　　　　　　ＩＩ衣，‘１
．０６〕

　　　　　　　　　　　　　　　　ホ”加工鶉（０ ．洲〕

　　　　　　　　　　　　　　　　■蟹昌加工８｛０
，１０１

　　　　　　化学工業（１９．欲）　　 プラスチパとゴム洲
一１・１

　　　　　　　　　　　　　　　　｛ヒ掌］＝■｛１９
．２一一

　　　　　　　　　　　　　　　　非畝金口と戊０２｛４ ．１”

　　　　　　　　　　　　　　　　ユな金口と金□ｕ£夏い３
．９６〕

　　　　　　　　　　　　　　　　一■は８只Ｉヨ遣，一１６
．３９〕

　　　　　　　　　　　　　　　　８手８８０呂蟹這裏｛２５
，５，

　　　　　　　　　　　　　　　　竈担，｛１
．４４，

　　　　非鉄金属と鉱産業（４２え）”川ｎ０）
　　　　　　　　　　　　　　　　金■二側Ｏ１一〇

、ＯＯ、

　　　　　　　　　　　　　　　　一■．．ｉ１一〇
．００１

　　　　　　　　　　　　　　　　廿一ヒス具‘１
，５９１

基本金属と金属製造業（１４ ．８え）　　
そ、，帥一。 ．。。，

図一３８技術協力件数の業種別構成（１９８０－９２）

　　　　サービス業（９ ．日洋）

　　　　　　　ピ

電子電器製品製造業 （３１０”

　　　　　機械器具製造業（ ．閉

　　　　　　　　　　　　　Ｉ－４“，　　｛０
．０８）

プラスチックとゴム業（４．７之）”“”１川〕
　　　　　　　　　　　　　ｉ匡，１郷～…，〔０　００〕

　　　　　　　　　　　　　貧昌及び吹珊１３
．６；〕

　　　　　　　　　　　　　肪０婁〔１
．５０）

一１１１１ぎｌｌ…

　　　　　　　　　　　　　昌な金□と金口鵯遣婁｛９６日〕
　　　　　　　　　　　　　側に８二聰尤冥‘１１　－２〕

　　　　　　　　　　　　　■子■８蟹呂蟹遣，１３０
，９５、

　　非鉄金属と鉱産業（３閉Ｈ洲２２’
　　　　　　　　　　　　　竈ら１（０

．３フ）

　　　　　　　　　　　　　金」Ｐ日，一〇
．０８〕

基本金属と金属製造業（９．７之）ｍ川
・１６，

　　　　　　　　　　　　　サ‘とヌ婁｛９　０い

　　　　　　　　　　　　　その触１２ ．１い

術協力件数とその比重が５２－７９年期のそれより増加しつつある傾向が見られる 。

　これらの技術協力が台湾の産業形成に対する影響の重要さを説明する際，当該産業の生産額における技術

協力製品の生産額の比重で分析する方法は有意義であろう 。

　　　　　　　　　　　表一５　産業生産高における技術協力製品生産額の比率

産　業
形　態

電子電器

機　　械

化　　学

基本金属

技術協
力社数

３９

５７

５４

６４

当該産業
の会社数

３７０２

６１１２＊

４４５６

３１１１８

当該産業におけ
る協力製品比率

１， １０

０， ９０

１， ２１

０． ２０

当該産業の売上にお
ける協力製品の比率

２０ ．９３

２９ ．３０

１１ ，８０

２． ７３

調　査
時　期

１９７７

１９８０

１９８１

１９８２

　　　　　　　　　出所 ：藤崎，「技術引進途径之分析」，中華経済研究院経済専論（７６），１９８５年９月 ，ｐ
－１３

，

　　　　　　　　　　　 の表６ ，及び『中華民国工商業調査報告』 ，第１０，１２，１４，１５輯（それぞれ１９７７ ，

　　　　　　　　　　　７９，８１，８２年に），経済部統計処編印により作成 。

　　　　　　　　　注＊ ：当該データは１９７９年の数値である 。

　技術協力の場合，殆ど協力期限を設定しているのは常識である（注 ：Ｃ －４．技術協力の期限とローヤルティを参

照）。 この点を考慮して，上の資料を見ると，技術協力社数は少ないけれども ，技術協力による製品の当該

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９５）



１１０　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

産業における比重が大きいことはよく判り意味深い。そして，技術協力は電子電器，化学工業，機械と基本

金属の形成に対して，大きな役割を果たしたと言えるであろう 。この結論は外国の直接投資による産業技術

の移転に対する検出結果と同じである（本稿の１－ ｄの直接投資の産業集中度を参照）。

Ｃ． 技術協力の内容

　台湾の技術協力の殆どは技術人が資料を提供すること，現地に来て指導すること ，国外へ人員を派遣して

訓練を受けること等の方法であるが，協力協議に従う機械設備，原材料 ・部晶，特許権，商標の提供も技術

協力の内容となっ ている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　表一６　技術協力内容の変化　　　　　　　　％

業　　種 技術人提供内容調査期間
機械設備 原材料 ・部品 特許権 商標

電子電器 １９７０ ５８ ．５ ７７ ．４ ２７ ．５ ５５ ．６

１９７９ １９ ．８ ７３ ．２ ３６ ．８ ４５ ．１

機　　械 １９７２ ５８ ．５ １８ ．３ ２８ ．６ ５５ ．７

１９８０ １５ ．３ ８４ ．７ ４０ ．３ ７３ ．６

化　　学 １９７３ ２５ ．Ｏ ３９ ．２ ３５ ．７ ４２ ．９

１９８１ ８． ７ ２０ ．５ ５８ ．９ ３２ ．１

基本金属 １９７２ ６３ ．３ ４３ ．３ ３６ ．７ ５６ ．７

１９８２ ３５ ．９ ４８ ．７ １４ ．１ ３４ ．６

　　　　　　　　　出所 ：蕗崎，「技術引進途径之分析」，中華経済研究院経済専論（７６），１９８５年９月 ，ｐ，１６ ，
　　　　　　　　　　　表９による 。

　これらの内容は一方で，技術の受入れ側の技術提供者に対する依存として現れているが，他方で，技術提

供者の技術受入人に対する支配を表している。特に原材料　部晶及ぴ商標の提供は生産過程及ぴ販買市場に

おける依存と支配の意味で非常に重要である 。

　技術協力の内容について，受入れ人が秘密を守る規制条件を付されるのが普通であるが，それは各産業と

も８０％をしめている。また，製品の販貢地域を制限する条件が付くのは電子電器産業が２９ ．８％，機械産業が

４０３％，化学産業が２１８％，基本金属産業が１６１％で，機械産業でのその比率は一番高い。他には契約期限
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
後に生産不可という制限条件が付いているのは電子電器産業の１８１％以外にはなかった。電子電器に対する

制限が割合厳しいと言える 。

ｄ． 技術協力の期限とローヤルティ

　藤崎の調査によれば，技術協力の平均期限は電子電器が５ ．９年，機械は５ ．６年，化学産業は７ ．８年，基本金

属は５．７年である（表一７／技術協力期限とローヤルティを参照）。 化学工業の平均年数が一番長い，これは化学工

業の生産工程技術の特徴によるものである。資料の技術協力のローヤルティは純売上に対するその比率で現

すもので，それによっ て， 台湾の技術協力のローヤルティは約３％前後であることが判る。これ比率は国連
　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
工業発展組織（ＵＮＩＤＯ）の資料による５％のものと比べて低いと言える。ローヤルティの高さに影響を与え

るのは技術の成熟度，技術協力の期間の基本要素と販貢，再移転などの契約条件があると思われるが，台湾

に関するこれらの資料が不十分であるので，その原因の究明はできない 。

　　　　　　　　　　　　　　　表一７　技術協力の期限とローヤルティ

業　種技術の平均供与期問（年）平均ローヤルティ（％）

電子電器

機　　械

化　　学

基本金属

５． ９

５． ６

７． ８

５． ７

２． ９

３． ５

２． ７

３． １

出所 １蕗崎，「技術引進途径之分析」，中華経済研究院経済専論（７６） ，

　　１９８５年９月 ，ｐ
．１８ ．）

　　　　　　　　　　（６９６）



　　　　　　　　　　　　戦後台湾工業化過程における技術導入と導入政策（宋）　　　　　　　　　　１１１

　３ ．商品輸入

　輸入は台湾経済において重要な意味を持っている。これは単なる「工業製晶の加工基地」に対する意味で

はなく ，輸入による産業技術の移転に対して，特に重要な意味をもつのである。よく知られている通りに ，

商品輸入の場合には特に機械設備など資本財の輸入は技術を移転する効果は他の財よりもっと直接的，効果

的である。ということはこれらの財に体化している技術要素がこれからの生産過程で再び技術として働き始

めるからである 。

　図一３９は台湾の１９５２年一８９年の輸入品の製品別構造を示している。ここから見られる通りに，資本財と中

間財の比重が非常に高い。中間財の輸入比重の高さは台湾の加工経済の特質を語る意味を持つ以上，そのま

までは中問財の輸入による技術移転への効果を検討しにくい。しかし，資本財の技術移転への効果はもっと

直接的，生産的なものでる。図一３９から見られるとおりに，台湾の工業化過程の一番輝かしい時期である６０

－７０年代においては，資本財輸入の比率は約３０％前後に達していた。８０年代に入 ってから１３％に下 ったけれ

ども ，８０年代後半から再び上がる傾向を見せている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　図一３９　台湾の商品輸入構成の変化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９５２－８９年

　　　　　　　　言Ｑ

７日

ｅ，

ｏ

５Ｑ

珊

知

囲　　　．！

１８

＼＿

、
＼　　’’へ’

‘．

Ｑ一

１９５２５４　５６　５８　６Ｑ　６２　６４　６６　６８　７日　７２　７４　７６　７８　８Ｑ　８２　８刈　８６　８８

　５事　５５　５７　５９　６１　６３　６５　６７　６９　７１　７３　７５　７７　７９　８１　８３　８５　８７　魯９

一資本財　　工農業原材料　　・消費貝オ

図一４０　資本財輸入と固定資本形成に占める比率

（１００フフ米ドル）

１０ ．０００

１． ０００

１００

１０

１

固定實本形成に占める

筍入資本財の比率

資本財の輸入額

（％）

６０

５０

４０

３０

２０

１０

０

　　１９５２５４５６５８６０６２６４６６６８７０７２７４７６７８８０８２８４８６８７年

（出所）谷浦孝雄編『アジアの工業化と技術移転』（佐藤幸人著第五章「台湾一新段階に入

　　　 った技術発展一」），アジア経済研究所，１９９０ ．６ ，ｐ．１３２ 。

（６９７）
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　更に，資本財輸入額と資本財輸入額対固定資本形成額の比率を加えて検討してみよう 。図一４０で示してい

るように，１９５２年以来，台湾の資本財の輸入額は年々増加して，その増加趨勢は１９８０年まで速く ，８１－８５年

の問に一時横はいになっ たが，その後再ぴ増加趨勢を辿っている。また，図の資本財輸入額対固定資本形成

額の比率を見ると ，台湾の固定資本形成の約３０－５０％は資本財の輸入によるものであることが判る。そして ，

この比率は７０年代以来，高くなり続けている 。

　上述のことは商品輸入，特に中間財，資本財輸入は台湾の工業化，そして，８０年代からの産業高度化への

産業構造の転換過程における技術導入に対して，とても重要な意味を持つことを裏付けている。また，今後

も， この重要性は依然存在すると考えられる 。

　４ ．台湾の対外直接投資

　台湾の対外直接投資は５２－７９年の二十七年間で，５ ，９２６百万ドルであ った。ところが，８０－９２年の十二年

間では ，５５６ ，０５４百万ドルであ って，前者の９３ ．８倍にもなっ た。 ８０年代以来のこの速い成長ぶりは，過去３０

年問の工業化の蓄積に基づいたものであることは自明なことであるが，８０年代半ば以来は，国際収支黒字の

急速の増加もその源泉となっ た。 また，３０年問の工業成長の結果として，産業の高度化への調整が要請され ，

国際経済環境と島内経済環境（生産要素の条件）の変化もそれを要請した。ところが，圧意すべきなのは，台

湾の対外直接投資は一般に言われたプロダクト ・サイクル理論に示された直接投資ばかりではなく ，また ，

企業の経営資源の「優位性」による「内部化」理論に示された直接投資ばかりでもない，相当の部分は単な

る余剰資本輸出の性格を持っていると言える。しかし，この「余剰資本輸出」の一部の目的が技術導入を狙

っているため，先進国のハイテク技術集約的な産業又は企業（又は研究機関）へ資本進出するのが特徴的なの

である。つまり ，台湾の（巨額の貿易里字）資本十先進国の（現存と潜在の）技術＝（合作生産　合作研究を通して ，

技術 ・ノウハウを吸収する）台湾の産業構造高度化が８０年代に急増しつつある台湾の対外直接投資の基本性格

の一つだと考えられる。また，国際的な貿易保護主義の台頭のために，摩擦回避と市場確保を目的とする直

接投資の存在も海外市場に大きく依存している台湾にとっ ては重要な存在である。この認識は台湾の対外直

接投資の地域構造と産業構造の分析によっ て裏付けられる 。
　　　　　　　　　　　１０）
　台湾の統計資料によっ て， １９５９－９２年の台湾の直接投資の主な地域はアメリカ（３３ ．７７％），タイ（１０ ．８７％） ，

欧州（１０ ．６７％），香港（１０ ．３４％），マレーシア（９．２４％）である。時期的に見るど，次の変化が見られる。つ

まり ，台湾の直接投資は１９５９－７９年において，タイ（１６ ．９１％），マレーシア（２３．２４％）などアセアン地域を

主としたが，１９８０－９２年においては，欧米（アメリカが３５ ．９７％，欧州が１１ ．５６％）ヘシフトした 。

　対外投資の産業構造については，１９５９－９２年においては，貿易（２８ ．０４％），電子電器（２３ ．６８％），サービス

（８．４６％）を主としている 。１９５９－７９年期には電子電器は１２ ．５％で，貿易は１８ ．３８％であ ったが，１９８０－９２年

期には電子電器は２４ ．７７％，貿易は２８ ．９８％となっ て， 電子電器への対外直接投資の増加は最も速かった 。

　更に，地域別に台湾の対外直接投資の産業構造に対する検討が必要とされる。同統計データに従って ，

１９９２年度の台湾の対外直接投資の２８．０％はアメリカに進出したが，同年度の電子電器産業への対外直接投資

の４７．３７％はアメリカにある 。

　上の検出は台湾の対外直接投資の欧米指向，貿易業，電子電器産業指向，そして，電子電器産業への対外

投資のアメリカ指向の特徴を示している。対外投資の欧米での貿易業指向は輸出市場を確保する性格を示唆

し， 電子電器産業指向は欧米のハイテク技術を狙う性格を表しているであろう 。尚，台湾の「対外投資及技

術提携審核処理弁法」は対外直接投資及び技術提携は必ず技術導入に利し，我国の経済発展と産業構造の調

整に有益なものでなければならないと規定している。そして，経済部の投審会はこの「弁法」に従って，対

外直接投資の申請に対して具体的な審査 ・許可の仕事を行っている。だから，上述の特徴又は性格は台湾の

対外投資に関する政策の性格の反映となっ ていることが考えられる。ところが，技術優位立場がない台湾の

電子電器産業はどうや って欧米先進国の電子電器産業に参入するのか，その産業へ進出した結果はどうなっ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９８）
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ているかにについては，実証調査の課題として残されている 。

１１３

Ｖ． 技術導入の政策変遷

　５０年代，台湾が工業化建設の政策を策定し始めた時期，明白な技術導入を目的とした政策はまたいなか っ

たと言える。ところが，問接に技術導入に影響を与えたものがないとは言えない。１９５２年１０月１日台湾の行

政院は「華僑台湾生産事業投資奨励弁法」を公布し，５３年１２月５日台湾省政府は「華僑及ぴ海外居住者の台

湾生産事業投資奨励弁法」を公布し，５４年７月６日立法院は「外国人投資条例」を可決し，９月１日行政院

は「華僑帰国投資弁法」を公布し，１１月１３日経済部は「外国人及び華僑投資審査委員会」を設立し ，５５年１１

月１９日行政院は「華僑帰国投資条例」を公布した。当時，これらの法案は外国資本の導入を主な目的とした

が， 技術導入の政策的性格もこれらに客観的に存在していたわけである 。

　「華僑帰国投資条例」であろうと ，「外国人投資条例」であろうと ，投資とは次の種類の出資による物であ

る。 つまり ，送金又は持ち込んだ外貨で構成する現金，自己所有の外貨で輸入した自家用機械設備又は原料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
等の出資以外に，専門技術又は特許権をも出資とする。ここでの専門技術又は特許権による出資は技術導入

の性格を有する内容である 。

　また，その後に公布された「特許権及び専門技術が株式資本とされて投資される弁法」は実際には専門技

術又は特許権が株式資本とされる場合に当り ，上述両「条例」に対する補充の規定に見られる 。

　１９６１年８月９日 ，経済部は「外国人技術者招耳等申請弁法」を公布した。この弁法は外国資本の導入を目的

としたのではなく ，技術導入を目的としたもので，は っきりした技術導入政策の性格を有する。この弁法の

公布は政策論の立場から見て，台湾の技術導入に対して重要な意味を持つと考えられる 。翌年の１９６２年８月

８日 ，台湾で初めての「技術提携条例」が公布された。外国人が提供した専門技術又は特許権が投資する為

の株式資本とされない場合，技術取引の形式で，供与側が一定のローヤルティを取得する方法で取扱う 。

「技術提携条例」はこの種類の技術導入に関する政策と見られる 。

　直接投資と技術提携の件数の推移変動から見れば，両方はこの時期から共に伸びる傾向を見せはじめたこ

とは，上述の政策の実行と無関係ではないと思う 。

　上述の諸「条例」は現在に至る四十年余りの問に，その時代の環境変化と共に何回も修正された 。

　台湾の工業発展に伴 って，対外直接投資及び技術提携も徐々に増えてきた。本稿第１Ｖ節の４で，すでに述

べたように，台湾の対外直接投資の一部に先進国のハイテク技術導入を導く性格がある。事実上，台湾政府

は対外投資に対して，関連の政策を策定した。それは「対外投資及技術合作提携審核処理弁法」である 。本

弁法の規定によっ て， 対外投資及び技術提携は技術導入に有益でなければならないもので，そして，台湾の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
経済発展と産業構造の調整に有益でなければならないものである。この法案の内容から見ると ，対外直接投

資に技術導入政策の性格がかなり強いことが判る 。

　尚，島内企業問の技術拡散に関連する政策法案は「経済部科学技術発展専案計画成果移転処理要点」，「工

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
業技術研究院技術拡散実施弁法」などに取り上げられる 。

　台湾の技術導入政策を検討する場合，上述の諸政策法令を取り上げる以外に，１９６０年９月１０日に公布され

た「奨励投資条例」を取り上ける必要もある。当時，この法案は剛掲諸法案と同じく産業技術政策の一部分

となる技術導入の政策として政府当局に意図的には運用されなかったけれども ，問接に技術導入に影響を与

えたと言える。尚，「外国人投資条例」，「華僑帰国投資弁法」，「技術提携条例」と同じように，「奨励投資条

例」は，公布した後，台湾の内外経済環境の変化に従って頻繁に修正された。７０年代以後，特に８０年代から

産業技術政策の手段としても ，台湾政府はそれらを積極的に運用していた。その特徴としては，一つは産業

育成及ぴ産業高度化政策を基ついて，投資の産業方向（産業の技術選択）を誘導することであり ，もう一つは ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９９）
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奨励産業と一致する投資に対して，租税面，金融面の優遇，補助と支援を与えることである 。

　勿論，これらの政策上の援助に関する経済学的理論根拠に異論はさまざまあるが，それらの援助の経済的

効果に対しての疑問もある。ところが，台湾の「奨励投資条例」を例にして，その効果に関する分析文献が

若干ある。１９７０年の程杭生の調査によれば，当該条例の機械設備の輸入に関する優遇方法が機械設備の輸入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
に与えた効果は一番大きい（調査実施年度は１９７６年，調査対象は奨励を受けた４７４社である），劉英泰，江莉莉，黄

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
松栄，張燗耀ら１９８２年の調査も同様の結果を出した。また，徐育珠，侯継明らは１９７３年の調査によっ て， 奨

励を受けた企業の資本集約度，利潤率，労働生産性は奨励を受けていなかった企業より高かったとする結果
　　　　１６）
を検出した。上述の研究者が検出した結果を総括すると，その効果は奨励された産業の技術体化物の機械設

備の輸入効果と奨励された産業の生産力の形成効果との二点である 。

　「投資奨励条例」は１９９０年１２月３１日に廃止された。そのかわりに，「促進産業昇級条例（産業水準向上促進条

例）」が投資を奨励する新しい法案として実施され始めた。この更新は台湾の内外環境に合わせて，単に投

資に対する奨励措置ではなく ，名前の通りに産業の高度化調整を目的とするためである。その特徴は現在の

奨励手段を簡略にし，機能性投資を奨励すること ，つまり ，研究開発，汚染防止，生産自動化，人材養成 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
企業経営の合理化，国際的有名ブランドを創出するなどの機能性の投資を奨励することである 。

　技術の導入に影響を与えている他の措置としては６０年代の半ばに設立された「輸出加工区」と１９７１年１１月

２５日に公布した「加工輸出区の設置管理条例」，１９７９年に公布した「科学工業園区の設置管理条例」とそれ

に従って建設された「新竹科学技術園区」，１９８３年行政院によっ て公布された「高級技術人材の育成と招致

を強化する方案」及び「中小企業補導方案」，「中央銀行の機電工業の新技術と研究開発設備の輸入に対する

外貨資金の融資弁法」，「中央銀行の主要輸出産業と技術集約産業の六億米ドル借款」等の主要な措置以外に ，

いくつかの重要な貿易と外国為替管理政策も取り上げるべきである 。

　「台湾省輸出入貿易及び外国為替管理弁法」は国民政府が大陸から台湾に移す半年前の１９４９年６月に台湾

省政府によっ て公布された。１９５８年１１月と５９年１月に，行政院は前後にして，「外国為替貿易改善方案」と

「輸出入貨物分類審査及ぴ管理弁法」を公布し，同時に１９４９年６月の「台湾省輸出入貿易及ぴ外国為替管理

弁法」を廃止した。１９６０年８月行政院は「貨物管制輸入準則」，９月「貨物管制輸入準則補充規定」を公布

した。又，１９７０年１２月「外国為替管理条例」を修正公布して，７１年１２月には新たな「輸出入貨物分類審査及

び管理弁法」が経済部によっ て公布された 。

　これらの貿易と外国為替管理のいくつかの重要な方案は，台湾の経済環境，国際収支バランス状況，産業

発展及びその調整状況に応じて，輸出 ・輸入の品目，外貨の所有と移動及び使用，為替レートに対して ，

（国際収支均衡と金融の安定を重要な管理目標とした）政策的な機能として働き ，「華僑帰国投資条例」，「外国人投

資条例」，「技術提携条例」，「投資奨励条例」等の上述した諸法案と組み合わせて，産業技術の導入（機械設
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
備の輸入，專門技術と特許権の購買，技術人材育成と招致など）に対して，重要な影響を与えた 。

　８０年代に入って，台湾の経済事情は大きく変わ った。貿易管理と外国為替管理の根拠はなくなっ て， 輸出

入規制はその状況に応じて緩和され，外貨管理も大きく緩和され，金融自由化の流れに適応して為替レート

が国際市場の変化と共に変動するようになっ た。 この結果為替レートが切上げられた。これらの変化は輸出

市場に大きく依存する経済体質を持つ台湾にとっ ては，シ ョッ クとなっ て， もっと高付加価値の製晶及び技

術が要請されることとなっ た。 白主的研究開発能力が弱い台湾にとっては産業を高度化させるためには技術

導入を更に進める以外に方法はなかった。この背景の下で，経済部は「産業水準向上促進条例」を公布した

一年前の１９８９年７月に「外国技術導入工作計画」を作成した。この計画は台湾において，今まで最も完全な

技術導入政策案であると言える 。

　この計画は技術導入の目標，組織構造，組織機能及びサービス項目等の内容を詳細にデザインしている 。

その目標は二つに設定されている。一つは産業発展に影響を与える肝要な技術と部品を導入し，重要な投資

計画の実現を保証し，産業構造の調整を加速する。二つは大型技術提携開発プロジェクト及ぴ中小企業の技

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７００）
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術サービス体系を導入し，産業技術開発を促進する。この目標を達成するために台湾政府は政府の関連部門

と民間の関連財団法人を全面的に動員して，「技術導入推進小組」，「技術導入サービスセンター」，「技術交

流サービスセンター」という三つの設立された組織枠組に統合している 。

　「技術導入サービスセンター」は経済部，投資業務処，工業技術研究院（汚染防止センター 測量センター

光電センター 能源鉱業研究所，材料研究所，科学研究所，機械研究所，電子研究所），中国生産カセンター 生産カ

センター 創新技術移転公司，台湾経済研究院，食品工業研究所，紡績技術開発センター 聯合船舶設計セ

ンター 金属工業発展センター 情報工業策進会，生命技術開発センター等の部門で構成し，島内の企業問

の技術拡散を推進することを主な仕事としている。サービス項目は主に技術とう子の設立管理，インフォメ

ーシ ョン ・サービス，技術提携対象の仲介，技術取引商談の協力，提携の促成，技術の移転，効益と成果の
　　　　　　１９）
評価などがある 。

　　　　　　　　図一４１外国技術導入工作計画の組織構成と機能組織関係及びその目標
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　「技術交流サービスセンター」は外国の技術導入，情報収集，仲介を主な仕事としている。当該センター

は現在東京に設立されているが，その理由は日本が台湾の技術導入の主な導入源で，当面，日本は当該セン

ターの主な工作目標となっ ている故である。現在，「技術交流サービスセンター」は台湾経済研究院によっ
　　　　　　　２０）
て運営されている。そのサービス項目は八つある，すなわち ，１ ．日本の新しい科学技術情報の調査 ・収集

；２ ．日本科学技術制度 ・政策文献の収集 ；３ ．日本の著名科学技術学者 ・専門家の来台講演 ・教育 ・指導

の要請 ；４ ．台湾の戦略性科学技術産業への投資及び研究所工場設立の要請 ；５ ．提携対象の物色 ；６ ．台

湾と日本に対する技術市場の情報提供とインフォメーシ ョンサービスの提供 ；７ ．双方の科学技術訪問団の

訪問事項の手配，８ ．日本で調査研究を行う人員への協力 。

　「技術導入推進組」は技術導入の仕事に対して，全面的企画 ・協調 ・管理 ・指導を行う 。

　この計画が１９８９年の７月に立てられてからすでに五年を経た。その効果を評価するのはまだ早いかもしれ

ないが，この五年間の結果から見ると ，あまり満足できる結論は得られないであろう 。その理由としては ，

すでに前節で叙述した通りに，８８年以降，外国直接投資であれ，技術提携であれ，いずれも増加していなく

て， むしろ減少しつつある趨勢が現れているからである。台湾の産業技術が大きく技術導入に依存している

今日において，この事態は改善されなければ，現在台湾が施行している国家建設六カ年計画の目標の達成に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
大きく影響する以上，現在の世界経済における台湾の位置を大きく動揺させるのは問違いないであろう 。

（７０１）
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ｗ． 産業（または産業技術）選択

　途上国にとっ て近代的産業を育成して，発展させるのが如何に重要であるかは自明である。しかし，それ

らの産業を育成 ・発展させるにはその国の内外条件に適応して，段取り的に進めなければならない。いわゆ

るその国内外条件とはその国の生産要素の賦存条件，国内市場及び国外市場の条件と言うことである。戦後 ，

世界の各地において，工業化を推進するために，産業を選択して段取り的に育成 ・発展する政策措置を採用

している事例は少なくなかった机成功のケニスはまだ多く見られない。この面において，アジアＮＩＥｓの

経験は参考にする意味があると思う 。

　台湾政府の産業選択の研究は外国の専門家の協力のもとで行われた。最初の研究は６０年代の始めにアメリ

カのスタンフォート研究所（Ｓｔ・ｎｆ・・ｄ・・・・… ｈ・１ｎ・ｔ１ｔ・ｔ・）の協力のもとで二段階に分けて展開された。第一段

階では台湾の一般的経済状況，自給原材料及びその供給の状況，各種産品の輸出可能性，輸入代替の可能性

とその他の有利な経済要素について調査 ・分析を行い，その上で，五十七の業種を選出して，さらに研究対

象とした。それから，当時の台湾経済政策及び工業発展目標を原則にして八つ評価基準を設定し，それぞれ

の基準に対して異なるウエイトを与えた。その八つの基準とそれぞれのウエイトは次の表一８の通りである 。

　　　　表一８　台湾の産業選択の評価基準　　　　　　　　評価の結果として・（１）鉄鋼工業・（２）天然ガス

評　　価　　基　　準 ウェイト

（１）輸出の可能性 １． ００

（２）外国資本に対する吸引力 １． ００

（３）就業人数の増加と資本投入の関係 ０． ７５

（４）関連投資の誘致と資本投入の関係 ０． ７５

（５）利潤と資本投入の関係 ０． ５０

（６）現地原材料の利用と全所要原材料との比率 ０． ２５

（７）輸入削減の可能性 ０． ２５

（８）熟練労働力と資本投入の関係 ０． ２５

資料劉敏誠　左洪艘共著『改善投缶環剃　聯経出版事業公司
　　１９８３．６

ク及ぴ人造繊維工業，電子工業，時計工業なとの四業種を最優先産業として選定し，その資金，市場，工程

及び経済価値などについて，さらに詳しく分析して，最後に投資の実施計画を作成した。この仕事が完了さ
　　　　　　　　　　　　　　２２）
れたのは１９６２年６月のことである 。

　このような工業化の方向と産業構造の調整に関する産業投資選択の研究は，十年後の１９７２年に ，Ａ廿ｈｕｒ

Ｄ　Ｌ１ｔｔｌｅ 国際公司の専門家の協力の下に内外の環境変化によっ て， 再ぴなされた。その時も産業別の研究が

された 。

　７２年に行われた産業投資選択の研究は三段階に分けて進められた。その時の選択の基準は，一般工業技術

を高めること ，全国の縄産出を増加すること ，産業構造の改善と強化に有益であること ，投資者を誘致する

こと等の四つに設定された。研究グルー プは研究結果を五本のレポートに纏めた。それは（１）石油化学工業の

ビジ ョン，（２）電機工業のビジ ョン ，（３）機械工業のビジ ョン，（４）電子工業のビジ ョン ，（５）台湾工業投資のビジ

ョン，の五つである。グループの専門家はさらに上述産業の中から，当面推進すべきの製品を六つ薦めて ，

それらの製品の生産コスト分析，国内外市場分析，島内現存工場の概況，政府の政策及び租税，金融など分

析資料を総括したレポートを提出した。それによる六つの製品は（１）エンジン起動器及び線路閉断器，（２）精密

機械器具，（３）自動車電子設備，（４）小型コンピューター （５）コンピューター末端設備，と（６）コンピューター関
　　　　　２３）
連器材である 。

　上述の産業投資選択の研究は七○年代までの二つの規模の大きいものだけである。一つの産業に限る研究

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７０２）

を原料とする化学工業，（３）プラスチ ック及び人

造繊維，（４）深井戸用ウオーター・ポンプ，（５）石

油製品を利用する化学工業，（６）光学機器，（７）電

子工業，（８）冷気機及び冷蔵庫用 コンプレ ッサ ，

（９）ミシン，ｑＯ金属製品，（山高級ガラス製品 ，（１ａ

時計 ；（１３農業機械，（１４手道具などの十四業種が

選出されて，次の第二段階の研究対象とされた 。

　第二段階では，上述の十四業種から，天然ガ

ス及び石油を原料とする化学工業，プラスチ ッ
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も何回が行った以外に，小規模な研究は年毎に行われた 。

　７０年代の末期から，産業構造高度化の調整が台湾経済の課題になっ た。 戦略性工業を発展させる構想がそ

の時にはじめて提起され，積極的に機械，電子等の戦略性産業を発展させることが産業政策の基本原則とな

った。１９８２年３月 ，経済部工業局が「戦略性工業発展執行委員会」を発足させ，また，財政部，交通銀行 ，

工業技術研究院，金属工業発展センターと共同して，「戦略性工業審議委員会」を設立した。「審議会」は ，

産業連関効果の大きい，市場潜在力の大きい，技術集約度の高い，付加価値度の高い，エネルギー係数の低

い及び汚染度の低いという六つの選択基準を設定し，検討の上，１９９の製品を選出した。そのうち，機械 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　２４）
電子，情報産業の製晶は１４５にも達した 。

　９０年代に入 って，台湾は産業高度化のための産業を選択する基準を将来性がある，市場潜在力が大きい ，

産業連関性が大きい，付加価値が大きい，技術水準が高い，環境負荷が小さい，エネルギー依存度が低いと

微調整して，情報，通信，民生用電子，半導体，精密機器及び自動化，宇宙航空，高級素材，精密化学及び

医薬，医療保険，汚染防止などの十の産業を選定した。同時に，積極的な技術育成政策をも提出した。そこ

で選出された技術は光電技術，ソフトウエア技術，生産工程自動化技術，素材応用技術，高度センサー技術 ，

生命技術，資源開発技術，省エネルギー技術の八つである

　上述の台湾の産業選択は異なっ た時期によっ て， その内容が変わりつつあ ったが，選択した産業を育成 ・

発展するための政府の諸側面からの政策支援は一貫して変わていない。つまり ，産業育成政策は投資政策 ，

金融政策，財政政策，為替管理政策，輸出入管理政策，価格政策などの諸政策措置をによっ て， 貫徹され ，

保障されたのである。また，台湾の産業選択の進化過程は，漸進的な産業技術の選択の進化過程と見なすこ

とができる。ところが，産業技術を導入する段階の技術選択については，より具体的な資料が見つからなか

ったので，これ以上の具体的な技術選択の分析はできなかった 。

ｗ． おわりに

　本稿では，外国からの直接投資，対外国の直接投資，技術提携，商品輸入等チャ ネルによる技術の導入過

程， また，技術導入政策の変遷，産業と産業技術選択など諸側面から台湾戦後の工業化過程の技術導入の実

態と特徴を検討した。最後に，若干の問題を議論することに進みたい 。

　第一に，技術形成について，途上国の経済開発の経過を見ると ，高い成長のパフォーマンスを見せてくれ

たのは，過去のＮＩＣＳであろうと ，今日のＮＩＥＳとＡＳＥＡＮであろうと ，いずれも高い対外依存の経済シ

ステムを有していることが判る。途上国にとっ ては，自立的（自立は開放と矛盾しなく ，閉鎖を意味しない）近

代的経済システムを形成するには経済開発過程における技術形成がもっとも重要なのである 。

　ここでは，技術形成を次のように定義したい。すなわち，技術形成は外来の技術に依存する状態から自主

的な開発 ・製作へ成長する技術力の蓄積と生産の過程である。中岡哲朗氏は技術形成を単に技術移転によっ

て獲得されない技術を作る側の能力として取り上げた。国際連合大学の林武氏は江戸期以来特に明治以来の

日本の経験を検討した上，この過程を次の五つ段階を含むように総括している。¢操作技術の修得，　導入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
した機械 ・設備の保守，酬１参理と一連の小改良，＠設計と企画，　国産化。林武氏のこの五段階説は導入し

た技術から自立に達するプロセスを説明できるが，技術形成の全過程を総括できない。というのは，途上国

の技術形成において，起点とする技術選択及び技術導入そのものは欠かせない重要な過程であるし，また ，

途上国にとっ ては，技術の自王的開発力への成長がなけれは，結局，途上国の真の技術の自立もないと言え

るからである。だから，本文で提起した技術形成の定義に従って，技術形成の過程を次のように提示する 。

¢技術の選択→　技術の導入→　技術操作及ぴ管理システムの修得→＠機械　設備の保守　 占検→　機械

設備の修理 ・修繕→＠設計と企画→¢技術の模倣一国産化（→ぴ模倣技術の輸出）→＠技術及び管理システム

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７０３）
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の改良（→＠’改良技術の輸出）→　技術革新（→＠’革新技術の輸出）。 さらに，この九段階を技術導入（○，　 ，

　， ＠， 　）と研究開発（＠，¢，ゆ，　）という二つの過程に分けて分析することができる 。

　技術導入は技術移転とも言える。普通，この技術移転概念は企業問，地域問で生ずる国内的移転（導入）

と国際間の移転（導入）を含むが，ここでは，技術の先進国への偏在という現実にあわせて，技術の国際的

移転（導入）を指し，技術の国内的移転（国内企業問の導入）を外国から移転（導入）してきた技術の普及と定

義し，技術普及と称する。技術移転（導入）は人の移動（長期　移民，短期一移民以外の諸形態），商品の移動

（貿易），資本の移動（投資），情報の移動（情報媒体）などに伴われてさまざまな形で生じる 。

　技術の形成は途上国の自立的且つ近代的経済力形成の基盤である。そして，技術の形成にとっ ては技術の

移転が源泉の一つとして考えられるけれども，最終的には研究開発が根本的源泉をなす。現在，研究開発問

題を取り上げて議論する時，よくＯＥＣＤ（経済協力発展機構）の定義を用いる。研究開発は科学的，技術的

研究とその適用の過程である。研究とは自然の性状，法則に対する人問の認識限界を広げる科学的な知識の

獲得で，１）基礎研究一最も基礎的普遍的な科学知識の獲得で，知識の体系それ自体の拡張を目的とするこ

と， ２）応用研究　基礎研究により発見された諸法則を人問の必要にあわせて統御し利用する知識の獲得を

目的とすること一を含む。他方，開発とは蓄積された知識を実際に適用する過程としてその成果を機能的な

要求（軍事目的など）や経済的要求にあうように編成することであり ，具体的には新製品試作 ・開発と生産プ

ロセス設計を行うことである。中村静治氏によれは研究開発はこの三つの段階を経過してからはじめて，企
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
業化段階に入り ，企業の固定資本の投入による試験操業から製品化に至る技術体系として現れる 。

　研究開発力の貧困は途上国の一般的情況である。そこには人材，資金，教育，制度なとの面でさまさまな

問題が存在しているが，歴史的に残された影響以外に，現実的問題もその原因となっ ている。近代の経済発

展史を遡ってみると，三つの代表的なパフォーマンスが見られる。一つは日本のケースである。明治以後の

日本は技術導入によっ て先進国との技術格差を短縮する半面，海外の基礎研究の結果を利用（輸入）して ，

応用研究と製品の試作 ・開発に重点を置いて自主的に展開し，自立的経済体系と自立的技術体系を形成した 。

第二はアジアＮＩＥＳのケースである。第二次大戦後のアジアＮＩＥＳは外国からの技術導入を積極的に行 っ

たが，自主的研究開発が成果を収めるほど進め得なかったことによっ て， 好調な経済パフォーマンスに拘ら

ず， 自主的経済体系と自主的技術体系を形成していない。第三は中国とインドのケースである。革命が成功

してから七○年代後半まで，中国は「独立自主，自立更正」を原則にして（戦後の冷戦体制はその歴史的背景で

あっ た），技術導入よりは自主的研究開発に力を入れ，また，研究開発において応用研究と商品試作 ・開発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
などよりも基礎研究を重視したが，結局，その成果を企業化した技術体系を形成することに成功しなかった 。

　第二に，本稿の検討によっ て， 台湾の技術導入過程においては，直接投資を主としたという特徴があるほ

か， 近代的な産業の形成には外国人が大きな役割を果たし，伝統産業の近代化には華僑が主に貢献したこと

が明かとなっ た。 ７０年代後半までは台湾の食品工業，紡績工業などの伝統産業の近代化によっ て， 台湾経済

は支えられてきた。この意味で，華僑の貢献はその時期にとくに重要であ った。８０年代に入って，電子電機

産業，化学産業，基本金属と機械器具などの近代的な産業が台湾の基幹産業として成長した。外国人投資と

技術の重要性は裏舞台から表舞台に移てきた。また，地域的特徴から見れは，日本，アメリカ，香港からの

移転が最も重要的であ ったが，そのうち，日本が台湾の技術の導入に対して特に重要な地位を占めていたと

言える。また，商品輸入は台湾の技術導入において，重要な位置に置かれていたことが本稿の検討によっ て

示されたが，今後も依然それは継続していくだろう 。

　第三に，よく言われている通りに，同じＮＩＥＳとなっ た台湾と韓国ではその経済的パフォーマンスが実

は異なっ ていたのである。工業化過程での技術導入を見ても ，その通りである。台湾の技術導入過程におい

ては，外国からの直接投資が技術提携より ，大きなチャ ネルであ ったのに対して，韓国では直接投資より ，

技術提携のチャネルがよく利用された（表一９ ，表一１０を参照）。 韓国では，６０年代からの工業化の資本形成に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
おいて借款がよく利用され，直接投資は厳しい条件を付けられた（直接投資は１割しか占めていなか った）。 技

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７０４）
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術導入は直接投資に伴った場合も多かったが，借款に伴ったケースが最も多く特徴的であ った。上述の台湾

と韓国との特徴については，それぞれの資本形成政策の違いが原因となっ た他，産業組織構造の特異性も要

因になっ たと考えられる 。

表一９　台湾の直接投資（件数）と技術提携　　　表一１０韓国の直接投資（件数）と技術提携（件数）の

　　（件数）の比較　　　　　　　　　　　　　　　　比較

（台　湾）１９５２－７９年　１９８０・一９２年　１９５２－９２年　　　　（韓国）　 １９６２－７１年　１９７２－７６年　１９７７－８１年　１９６２－８１年

直接投資　　２ ，６２７

技術提携　　１ ，３１８

３． ９４６

２， ４６５

６， ５７３　　　　　直接投資　　　３４９

３， ７８３　　　　　技術提携　　　３１１

５０２

４３４

　２４４

１， ２２５

１． ０９５

１， ９７０

出所 ：Ｓｔａｔｉｓｔａｃ，ｏｎ　Ｏｖｅ，ｓｅａｓ　Ｃｈｉｎｅｓｅ ＆Ｆ
ｏｒｅｉｇｎ　Ｉｎ一　　　　出所 ：谷浦孝雄編『アジアの工業化と技術移転』 ，ｐｐ．９９－１０１，韓国貿

　　　ｖｅｓｔｍｅ叱Ｔ ｅｃｈｎｉｃａ１Ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ，Ｏｕｔｗａｒｄ　Ｉｎ・　　　　　　　　易協会『貿易年鑑』（１９９３年版） ，ｐ．３７３二より作成 。

　　　 ｖｅｓｔｍｅｎｔ，Ｏｕｔｗａｒｄ　Ｔｅｃ
ｈｎｉｃａｌ　ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ，Ｔｈｅ

　　　 ｒｅｐｕｂｌｉｃ　ｏ｛ｃ ｈｉｎａ（１９９２） ，ｐｐ．１－２により作成 。

　その政策の違いは要するに，韓国が戦後の工業化過程において，台湾のように直接投資を積極的に誘致す

ることではなく ，国際金融機関などを通して，借款を選好したことにある 。７０年代以後，韓国は直接投資に

付けた条件に対して緩和政策を取りだしたけれども ，全体的には，民族の産業資本を育成する過程において ，

外国資本（と技術）による支配を強く警戒していた。この資本形成政策は韓国の工業化過程において技術形

成にも影響を与えた。この特徴は日本の戦後工業化過程の技術導入の特徴と相似している。６０年代半ばまで ，

日本の民族産業資本が欧米の産業資本より ，弱かったため，日本は外国からの直接投資を厳しく制限する政

策を採用した。政策の目的は民族産業資本の保護と外国産業資本による支配の防止であ った。そのため，技

術提携が主要な技術導入の形態となっ た。 直接投資に対する制限は日本の産業資本の成長に連れて，６０年代

半ばから徐々に緩和され，８４年にはほぼ自由化されてきた 。

　産業の組織構造の違いについて，韓国の財閥大企業が企画 ・生産 ・販貢の中心となり ，中小企業がその辺

縁にすわる産業の組織構造は，系列化と企業グループ化となっ てあらわれる。他方，台湾においては，中核

企業は存在せず，大企業と中小企業の問に技術関係が弱いので，中小企業は無秩序に散在している。韓国の

産業組織構造は，外国企業にとっては企業の競争相手が比較的巨大であるため，相当の優位性がなければ ，

現地への進出が難しくなり ，財閥大企業にとっ ては，技術導入が中小企業より有利になる。特に現代的な新

技術はその代価がますます巨額となるため，中小企業にとっ ては，その技術の導入が相当困難なことになっ

た。 また，企業の系列化とグループ化は技術の拡散（国内の技術移転）には有利であると思う 。ところが，台

湾の無秩序な中小企業を主とする産業組織構造は技術導入に必要な代価払いを困難にさせ，外国企業にとっ

ては，現地の競争相手が比較弱いため，現地への進出がしやすかった。結局，台湾の中小企業は外資企業に

依存していく 。そのため技術の拡散（島内企業問の技術移転）も阻害されていく 。

　韓国の産業組織構造は日本と相似している。日本の産業構造は相当に組織化されていたのである。企業の

グループ化と企業の系列化はその重要な特徴である。これに対して批判的な議論もあるが，このような産業

組織構造は根本的に技術関係によるもので，効率的な技術導入と研究開発及び技術の拡散の加速にはとても

　　　　　　　　　　　　　２９）
有利になっ ていると考えられる 。

　以上の検討は，工業化過程の資本形成政策が技術形成（技術導入）に影響を与えると同時に，産業の組織

構造（これに関する政策も当然）も技術形成（技術導入）に大きな影響を与えるという論理である 。

　第四に，技術移転のチャ ネルについては，直接投資の重要性は多くの研究者によっ て立証されたが，それ

は， 資本進出に伴う技術移転（輸出）の意味でよく論じられてきたのである。ところが，資本の進出に伴 っ

て， 技術を逆移転する，つまり ，技術を導入するのも可能でろうか。この意味での直接投資による技術移転

の議論も重要な意義を持つことになるだろう 。台湾の対外直接投資検証によっ てその一部を論じることがで

きたけれども ，更に詳しい資料にしたがって，分析する必要がある 。

　なお，技術提携も同様な性格を持つと言えるであろう 。実際，技術提携の場合，技術受入（法）人がその

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７０５）
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技術を改良 ・革新すれば，それを技術提供（法）人に提供しなければならない（Ｒ。。ｉｐ。。。。ｌ　Ｒｉｇｈｔ）条件はよく

付けられる。これは技術提携の場合に技術提供人が同時に技術受入人になることを意味するであろう 。この

ような議論の意義はあくまでも現実に行われている技術移転のアプローチをもっと多様化させ，そして，技

術移転に関する政策操作の余地をさらに広がらせることにある
。

　ところが，直接投資の場合，産業水準が低ければ低いほど，（対外資本投資）資本進出の能力とチャンスが

少なくなる。これは（対外資本投資）資本進出によっ て， 技術を導入するアプローチを実現するのが難しくな

ることを意味する。技術提携の場合，技術提供（法）人と技術受入（法）人の技術水準のギャッ プが大きけ

れば大きいほど，技術提供（法）人は技術受入（法）人になる機会が少なくなるが，逆にそのギャッ プが小

さければ小さいほど，技術提供（法）人は技術受入（法）人にもなる機会が多くなる
。

　第五に，機械設備等の資本財輸入は技術移転の効果があるが，その財に体化している技術を更に，新たな

技術力の形成に発展させていくことができるかどうかについては，結局，受入側の学習力と研究開発力など

内的技術環境（或いは条件）によっ て決められる。この内的環境（或いは条件）が整ってていなければ，あく

までも ，その資本財輸入は次の資本財輸入の単なる呼び水になる。そうなると，機械設備等の資本財輸入が

途上国の産業技術の発展に与える積極的な意味は疑われることになる。台湾の経験と日本の経験とを比べた
ら， 対照的な事例になる。日本の工業化過程における技術移転の経験から得られた示唆は特にこのことを教

えてくれた。日本は戦後，欧米先進工業諸国との技術格差にキャッ チア ップするために，技術導入を積極的

に行った。その技術導入の過程において，機械設備等の資本財の輸入はとても重要な位置に置かれていた 。

ところが，「一号機輸入，二号機国産」のスローガンのように，機械設備等の資本財輸入に対する依存は急

速に低下し，更には技術輸出国に変身することに成功した。これに対して，台湾の場合は，本稿で検出され

た通り ，輸入する機械設備等の資本財に対する依存は増大しつつある道を辿っている。両者の技術導入の内

的環境（或いは条件）の違いがこの原因となっ たのである。日本は技術導入の過程において，導入した技術

をただ使用することに終らずに，それを解析して，学習 ・模倣し，さらに改良することに専念し，また，そ

れと平行して，積極的研究開発活動を広範に行な った。言うまでもなく ，その基盤となっているのは人材 ，
　　　　　　　　　　　　　　３０）
技術研究体制及び政策体系である。日本と比べて，台湾はこれらの内的環境（或いは条件）をまだ整えてい

なかったので，技術導入は新たな技術力の形成にうまくつながっていなかった（注 ：これに関する分析は別稿

ｒ戦後台湾工業化過程におけるの研究開発」に譲りたい）。

　第六に，上述の内的環境（或いは条件）つくりの問題に関連して，産業技術の形成には技術導入が不可欠

であると同時に，人材育成も不可欠な重要課題であることの理解が重要である。人材育成には時問がかかる

ので，長期な努力が必要となる。人材育成を遅らせば，結局，技術形成の所要時間を長く延ばし，技術形成

の完全循環の道が断絶され，技術導入の局部循環の道を辿ることとなる。途上国は経済発展の過程で，経済

成長の課題，産業または産業技術育成の課題を優先する傾向が強いが，人材育成には短期的効果が小さいた

め， その対応が遅れることは普遍に見られる。その上，先進国と途上国の経済格差が絶えず拡大されている

ことによっ て生ずる途上国の人材流出も ，ますます途上国の人材育成問題を悪化させている。人材育成の方

法については，おおむね，学校で行われている国民（義務又は有料）教育，職場で行われた社内研修，通信媒

体による通信教育の三つがある。台湾において，国民教育水準が先進国並みに達していることは発展途上国

（地域）において極めて例外的なことであるが，人材流出の問題をも抱えていた。これが独自の技術力の発

展に負の影響を与えたに違いない。また，社内研修については，社員の流動性が高いため，日本のような社

内研修システムは台湾の企業では成功しなか った。これが台湾の企業の技術形成を遅らしたに違いない（他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）方， プラス作用として，台湾の社員の高い流動性が技術拡散の重要な経路として考えられるにもかかわらず）。 尚， 韓国

と比べても ，台湾の社員流動性が高いことも特徴的である 。

　第七に，技術援助よりも技術提携が技術移転においてよく行われる方式である。戦後初期の５０年代，６０年

代初期に比べて，技術市場の取引条件はその後，技術需要者にとっ て， ますます不利になりつつあると言え

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７０６）
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る。 その結果，途上国への技術移転は先進国同士の間で行われた技術移転より遥かに遅れている 。そして ，

技術提携する場合に付加えている制約条件は，受入側の負担を大きくし，利益を最少限に留まらせ，その技

術を国（域）内へ拡散することも制限している。こられの課題はすでに多くの研究者によっ て指摘されてい

た。 しかし，遅れていると言 っても ，「技術移転速度は予想以上に迅速であり ，途上国へ最新の技術が全く
　　　　　　　　　　　　　　３２）
移転されないわけでは決してない」。 台湾への技術移転はこの事例となるだろう 。ところが，本稿で検出さ

れた台湾の技術提携の多い産業が外国資本が多く進出した産業と一致するという結果は，技術提携が主に技

術受入国（地域）の関連会社に対して行なわれていることを示唆している。このことは途上国に対する限定

された技術移転の性格，つまり ，先進国企業が途上国に対する技術提携を通して，提携先に対する産業技術

の支配的地位を確立し，同時にその技術移転の利益をできるだけ，企業に「内部化」させて，独占利益を保

つ一般的な性格を示していると考えられる 。

　第八に，ほとんとの途上国が植民地化された歴史を持っていた。植民地経済の遺産として，それらの国に

おいては伝統産業部門しか存在せず，近代産業部門の成長に困難があ った。さらに，それらの伝統部門さえ

も近代化されていないのが現状である。この状況下で，途上国が政治的に独立を獲得した現在においても ，

経済は依然として従属下に置かれている。経済の自立かつ近代化を目指して，伝統産業部門を近代化したり ，

近代産業部門を育成したりしている途上国にとっ ては，この過程において産業選択と技術選択は避けられな

い重要な仕事である 。

　産業選択は自立的且つ近代的国民経済を育成するために，諸産業を順番に選択して計画的に育成する国家

産業政策の一構成部分である。産業選択を行う場合，諸産業問の関連，国際問の産業関連，国内の生産要素

の条件，国内市場及び世界市場（対外貿易），国内と国際的政治力の関係等によっ て制約されている。第二次

世界大戦後，独立を獲得した多くの途上国が独立的且つ近代的経済発展を実践してきた過程で，いくつかの

産業選択のモデルと議論が登場した 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３）
　一つは重工業優先の産業選択戦略である。例えば，インドはこの戦略のモデルとして５０年代登場した。こ

の選択は短期的経済効果より ，長期的（将来の）雇用，所得の拡大を重要視する見解で，Ｍ．ド ップ（Ｄ
ｏｂｂ

，

Ｍ）がこの見解を王張した。Ｍト ソプは途上国では経済成長のために，資本集約度の低い産業よりも大規
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４）
模な資本財産業を重視して投資を増大する方が望ましいと考えた。また，Ａ．Ｏ．ハ ーシュマンもこの見解を

提唱した。彼の見解は不均衡成長理論としてよく知られている。この不均衡成長理論は，産業間の相互関係

（印」方関連効果と後方関連効果）の強い特定産業に集中的投資を行うことであり ，そこでは重工業産業部門が経
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５）
済の主導的産業として，投資，成長していくことが要請される 。

　尚，旧社会主義諸国が実践した産業選択はソビエトモデルであれ，中国モデルであれ，いずれも重化学工

業優先の戦略であ った。それらの国々は経済成長理論において，農業（消費財部門ｕ＋生産財部門Ｉ）→軽工

業（消費財生産部門ｎ）→重工業（生産財生産部門Ｉ）の順番に経済を発展させ，その場合，三つの部門の均衡

成長が必要であると考えていたけれども ，特定の歴史環境の下，実践上では重工業へ傾斜投資する不均衡成

長政策を行 った 。

　もう一つは均衡成長の戦略である。Ｒ．ヌルクセがこの見解を主張した代表者であることはよく知られて

いる。Ｒヌルクセは途上国の経済社会の要素賦存状態に応じて，大規模な資本財産業に高価な資本を投資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６）
するよりも ，豊富な低賃金労働力を利用する選択が望ましく ，産業部門間の均衡を保つ成長政策を提唱した 。

今日 ，均衡成長論は途上国の産業選択政策に対する影響が最も大きいものである 。

　台湾の産業選択は基本的に均衡成長論の戦略で説明されるが，その過程において，伝統産業（軽工業）の

近代化を推進すると同時に，現代技術に代表される産業（重化学工業 ・電子工業）の育成を促進すること ，及

ひ先進国なとの世界市場条件を重要視して，先進国の産業構造の調整と同調して，その中に位置つけること

が特徴的である 。

　第九に，産業選択を議論する場合，技術選択を論じなければ意味がない。というのは技術選択は産業選択

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７０７）
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の要件の一つだからである。また，産業選択はマクロ次元の問題であるのに対して，技術選択はミクロ次元

の問題である。ある商品を一定量生産するために，複数個の生産技術がある場合，生産者がとの技術を選ぶ

かという問題は技術選択と理解できる。技術選択肢は国内と国外に共に存在しているが，途上国の技術蓄積

が浅いので，その多くは国外にある。今日，ほとんとの途上国が経済開発において，なんらかの国家（直接

或いは間接の）介入を行っているのは事実である。そのうち，技術選択は途上国の経済開発政策の一つの重

要な課題として，ますます重要視されてきている 。

　技術選択の視点から見れば，上述のＭ．ド ップ，八Ｏ．ハーシュマンの見解は重工業優先の資本集約的技

術選択を意味し，Ｒ．ヌルクセの見解は途上国の要素賦存に応じた労働集約的技術選択を意味すると考えら

れる。その他の見解をも見よう 。例えば，Ｊ．Ｊ．ポラク ，Ｎ．Ｓ．ブキャナン両氏はハロッ ド・ ドーマー型の経
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７）
済成長モデルを基づいて，資本係数極小化の技術選択の見解を提唱し，Ａ．Ｆ．カーン，肌Ｂ．チ ェネリー両氏
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８）
は諸部門の資本の社会的限界生産力の大きさの順位に従って技術を選択する社会的限界生産力説を主張し ，

Ｗ． ガレンソン，Ｈ．ライベンシュタイン両氏は現在の国民所得を極大化するよりも ，将来の所得を大きくす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９）る， つまり ，貯蓄率を極大化するような技術を選択する見解を提示し，Ａ．Ｋ．センは社会的限界生産力基準
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０）
と再投資率基準の双方を摂取した技術選択論を展開した。大塚勝夫氏によれば，これらの見解はＲヌルク
　　　　　　　　　　　　　　４１）
セの説と同様に視ることができる 。

　新古典派のこれらの議論は（１）資本と労働が生産技術の主な要素として，無限の組み合わせが存在して，生

産を行うことができる，（２）生産者の行動が合理的なものであるという仮定を前提にしたものである。だが，

実際には，途上国にとっ ては，その生産手段の選択肢はかなり限られているし，市場の歪みと情報サーピス

の欠如によっ て， 生産者行動の「私的合理化」と「社会的合理化」双方とも問わざるを得ない。だから，こ

れらの理論は，途上国の実践において限界を生じている。現実から見れぱ，途上国に対する技術移転が数量

上増えているけれとも ，途上国にとっ ては，その技術を選択する選択肢はとれだけ提供されているか疑わさ

るをえない。だからこそ，技術選択に関しては理論上の途上国側の課題であるよりも ，むしろ，まず国際的

な技術移転のシステムを創設するという課題であろう 。

　最後に，本稿の限界に関することで，次の二点を取り上げたい。一つは，外国直接投資の取扱方にある 。

外国直接投資については統計上，契約べ一スと実施べ一スの二つ処理が行われる。実践上の経験から見て ，

契約べ一スの数値は大体実施べ一スの数値の倍ぐらいである。それは（１）契約から実施するまでのタイム ・ラ

グ，（２）何らかの原因での契約不履行及び変更によるのである。だから，直接投資を分析する場合，実施べ 一

スのデータをも加えて検討するのがもっと有意義なのである。ところが，本稿の直接投資に関する分析は ，

テータが不十分のために，契約べ一スでしか取扱えなかった。もう一つは，政府の政策の介入に関すること

である。政府の役割については，賛否両論あ った（世界銀行が「世界開発報告１９９１年版」に第三の見方一市場に友

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２）
好的な見方　を提起したが，基本的には新古典開発論のアフローチの延長線上にあるにすきない）。 ところが，第二次

大戦以後，先進国であろうと ，途上国であろうと ，科学技術政策及ぴ産業（または産業技術）政策なとによる

政府の介入は，その以前よりはるかに実質的になっ た。 これは何よりも重要なことであろう 。むしろ，我々

の関心は政府の介入が必要であるかどうかと言うところにあるのではなくて，政府の介入のあり方及びその

政策効果にある。ところが，政策効果に関する評価はどうしてもケース ・スターディが必要なのである 。

１）Ｇ　Ｒａｇａｚｚ１，“Ｔｈｅｏｒ１ｅｓｏｆＤ皿ｅｃｔＦｏｒｅ１ｇｎＩｎｖｅｓｔｍｅｎｔ
，”

刎！３切ガｐ砂舳２０（１９７３） ，ＰＰ４７１－９９を参昭 。

２）　Ｈａｒｒｙ　Ｇ　Ｊｏｈｎｓｏｎ，“Ｓｕｒｖｅｙ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｉｓｓｕｅｓ ，” Ｄ榊６¢ハｏ閉ｇ〃１舳６５肋６〃～〃 Ａ舳伽４〃６Ｐ〃％６， ｅｄ ，Ｐ　Ｄｒｙｓ
ｄａ１ｅ

　（Ｔｏｒｏｎｔｏ　Ｕｍｖｅｓｔｙ　ｏｆＴｏｒｏｎｔｏＰｒｅｓｓ，１９７２），Ｐ２を参昭 。

３）Ｉ　Ｓｖｅｍ１１ｓｏｎ，“Ｔｈｅ　Ｓｔｒａｔｅｇｙ　ｏｆ　Ｔｒａｎｓｆｅｒ，” 丁加丁閉柳ｒ げ乃伽ｏＺｏ醐后ｏ　Ｄ３〃ｏ伽ｇ　Ｃｏ洲舳，ｅ
ｄｓ ，Ｄ　Ｌ

　Ｓｐｅｎｃｅｒ　ａｎｄ　Ａ　Ｗｏｒｏｎ１ａｋ（ｎ　ｙ　Ｐ
ｒａｅｇｅｒ

，１９６７），ｐ１７９を参昭
。

４）Ｊ．Ａ．Ｓｃｈｕｍｐｅｔｅｒ，Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｃｙｃｌｅ（Ｎ　Ｙ ．： ＭｃＧｍｗ
－ｈｉ１ｌ，１９３９） ，Ｖｏ１ ．１，ｐｐ

．８４ －９４，そして，Ｎ　Ｒｏｓｅｎｂｅｒｇ，Ｐ附

　〃６肋３３０〃 乃ｃ加ｏＺｏ醐（Ｃａｍｂｒ１ｄｇｅ，ＭＡ 　Ｃａｍｂｒ１ｄｇｅ Ｕｍｖｅｒｓ１ｔｙＰｒｅｓｓ，１９７６），Ｐ６６を参昭 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７０８）



　　　　　　　　　　　戦後台湾工業化過程における技術導入と導入政策（宋）　　　　　　　　　　 １２３

５）菰田文男，「先端技術の時代の技術リンケー：■と途上国の技術導入」，『アノア経済』
，１９８９，第３０巻第１０　１１号

，

　ｐｐ．１３ －１４

６）台湾を中立化する生命の内容は¢第７艦隊は中国の台湾攻撃を阻止０国民政府の大陸本土進攻阻止； 　台湾の

　将来は国連の検討などに委ねるとなるが，その中立化の目的は台湾を大陸から分離して，独立させると考えられる 。

７）宋　立水 ・趨　国慶，「冷戦構造の崩壊と台湾経済の構造転換」，京都大学経済学会，『経済論叢』 ，第１５４巻第１

　号，平成６年７月 ，ｐｐ．２８－５３．を参照 。

８）藤崎，「技術引進途径之分析」，中華経済研究院経済専論（７０．１９８５年９月 ，ｐ
．２０，表１２による 。

９）ＲＷＭｏｘｏｎ
，“ＴｈｅＣｏｓｔ，Ｃｏｎｄ１ｔｍｓａｎｄＡｐｐ１１ｃａｔ１ｏｎｏｆＭＮＣＴｅｃｈｎｏ１ｏｇｙｍＤｅｖｅｌｏｐｍｇＣｏｕｎｔｎｅｓ

，” Ｒｅｓｅａｒｃｈ

　ｍ　Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａｌ　Ｂｕｓｍｅｓｓ　ａｎｄ　Ｆｍａｎｃｅ，１（１９７９），ＰＰ１５９－２３３を参昭
。

１０）　 Ｓｔａｔ１ｓ伍ｃｓ　ｏｎ　Ｏｖｅｒｓｅａｓ　Ｃｈｍｅｓｅ ＆Ｆｏｒｅ１ｇｎ　Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ，Ｔｅｃ止ｍｃａ１Ｃｏｏｐｅｒａｔ１ｏｎ，Ｏｕｔｗａｒ
ｄ　Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ，Ｏｕｔｗａｒｄ

　Ｔｅｃｈｎｉｃａ１ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ，Ｔｈｅ　ｒｅｐｕｂ１ｉｃ　ｏｆ　ｃｈｉｎａ（１９９２）

１１）張　有忠訳 ・監修『台湾法律集』（日本評論社，１９９３．８），「華僑帰国投資」 ，ｐ
．６９９，「外国人投資条例」 ，ｐ

．７０１

　を参照 。

１２）経済部投審会，ｒ投資法令彙編」，民国７８年を参照 。

１３）　同上
。

１４）工業技術研究院顕在研究センター 「我国産業Ｒ＆Ｄ動向及相関政策的研究」，表
一１３，奨励投資経済効益評佑

　文献１９９０年６月 ，ｐ
．８５

１５）　同上
。

１６）　同上
。

１７）張　有忠訳 ・監修『中華民国六法全書』（日本評論社，１９９３．８），「投資奨励条例」 ，ｐｐ
．７０２－ ７１２，「投資奨励条

　例施行細則」 ，ｐｐ．７１３－７２３，ｒ産業水準向上促進条例」 ，ｐｐ
．７３７ －７３５．を参照 。

１８）於宗先王編，『台湾経済発展重要文献』 ，聯経出版事業公司 ，１９７６年，ｐｐ３２５－３２６（「台湾省輸出入貿易及ひ外国

　為替管理弁法」）
，ｐｐ

．３２８－３２９（「外国為替貿易改善方案」），ｐｐ
．３３０－３３１（「輸出入貨物分類審査及び管理弁法」） ，

　ｐｐ．３３１－３３４（「台湾省輸出入貿易及び外国為替管理弁法」），ｐｐ．３３４－３３５（「貨物管制輸入準則」），ｐｐ
－３３４－３３５（「貨

　物管制輸入準則補充規定」）
，ｐｐ

．３３８－３４１（ｒ外国為替管理条例」） ，ｐｐ
．３３５－３３８（ｒ輸出入貨物分類審査及び管理弁

　法」）を参照）。

１９）経済部投審会，ｒ投資法令彙編」，民国７８年を参照 。

２０）　同上
。

２１）宋　立水 ・趨　国慶，「冷戦構造の崩壊と台湾経済の構造転換」，京都大学経済学会，『経済論叢』 ，第１５４巻第１

　号，平成６年７月 ，ｐｐ．２８ －５３．を参照 。

２２）劉敏誠 ・左洪曉共著『改善投資環境』，聯経出版事業公司
，１９８３．６，ｐｐ

．１０２ －１０３．参照 。

２３）劉　敏誠 ・左　洪曉共著『改善投資環境』，聯経出版事業公司 ，１９８３．６，ｐｐ．１０５ －１０６．を参照 。

２４）林　秀英 ・林　　由「我国産業Ｒ＆Ｄ動向及相関政策之研究」，工業技術研究院工業経済研究センター １９９０

　６，ｐ．６０，ｐ
．９２．を参照 。

２５）林　　武『技術と社会一日本の経験一』国際連合大学，１９８６年，ｐｐ ．６６ －６８．を参照 。

２６）中村静治『戦後日本経済と技術発展』 ，日本評論社，１９６８年 。

２７）中国の場合については，丸山伸郎『中国の工業化と産業の技術進歩』 ，アジア経済研究所
，１９８８年を参照。イン

　　ドについては，伊藤正二「技術」（同編『インドの工業化一岐路に立つハイコスト経済一』 ，アジア経済研究所 ，

　　１９８８年）／絵所秀紀「電子産業の自由化と展望」（同『現代インド経済研究一金融革命と自由化をめぐる諸問題一』 ，

　　法制大学出版局 ，１９８７年）。

２８）韓国財務部，韓国銀行『韓国外資導入３０年史』 ，ｐ
，３６，表一１／主要外資導入実績により 。

２９）宋立水，“Ｆｏｍａｔ１ｏｎｏｆＴｅｃ
ｈｎｏ１ｏｇ１ｅｓｍＴｈｅＥｃｏｎｏｍｌｃ Ｄｅｖｅ１ｏｍｎｔｏｆＰ

ｏｓｔｗａｒＪａｐａｎａｎｄＩｔｓ Ｐｏ１１ｃ１ｅｓ” Ｔｈｅ

　　Ｆｌｒｓｔ　Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ　ｏｎ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｓｃ１ｅｎｃｅ　ｆｏｒ　Ｄｏｍｅｓｔ１ｃ　ａｎｄ　Ｏｖｅｒｓｅａｓ　Ｙｏｕｎｇ　ｓｃｍｔ１ｓｔｓ，Ｏｒｇａｎ１ｚｅｄ　ｂｙ　ＮＳＦＣ ，

　　Ｂｅｉｊｉｎｇ１９９４，７，２１

３０）　同上
。

３１）　同上
。

３２）菰田文男，「先端技術の時代の技術リ／ ケーノと途上国の技術導入」，『アンア経済』
，第３０巻，第１０，１１号，１９８９

，

　　 ｐ． ２５．を参照 。

３３）このモデルの特徴及び性格については，本多健吉の『低開発経済論の構造」 ，新評論
，１９７０，第六章を参照 。

３４）Ｄｏｂｂ，Ｍ ．， ８ｏ舳Ａ桝伽げ厄６０〃ｏ〃６ Ｄ６〃ｏ仰舳グｎ閉ル伽ズ硲Ｄ
ｅ１ｈｉ，Ｉｓｔ　ｅｄｉｔｉｏｎ，１９５１ ，２ｎｄ　ｅｄｉｔｉｏｎ，１９５５

　　（小野一一郎訳『後進国の経済発展と経済機構』有斐閣 ，１９５６年）

３５）Ｈ、、ｓｃ止ｍ，ｎ　Ａ　Ｏ，丁加８肋６馴〆及ｏ〃ｏ舳６ Ｄ６リ６Ｚｏク倣砿Ｙ
ａ１ｅ　Ｕｍｖｅｒｓｌｔｙ　Ｐ

ｒｅｓｓ，１９５８（麻口四郎訳『経済発展

　　の戦略』厳松堂書店，１９６１年）

３６）Ｎ皿ｋＳ、，Ｒ ．，
Ｐｍ６Ｚ舳５ 〆Ｃ砂伽Ｚハｏ舳〃｛ｏパ〃 び〃〃６舳６Ｚｏ火６Ｃｏ舳加３ふＯ

ｘｆｏｒｄＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙＰｒｅｓｓ，１９５３（土

　　屋六郎訳『後進諸国の資本形成』厳松堂書店，１９５５年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７０９）



１２４　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

　３７）　 Ｐｏ１ａｋ，Ｊ　Ｊ ，“Ｂａ１ａｎｃｅ　ｏｆ　Ｐａｙｍｅｎｔｓ　Ｐｒｏｂ１ｅｍｓ　ｏｆ　Ｃｏｍｔｕｒｅｓ　Ｒｅｃｏｎｓｔｒｕｃｔｍｇ　ｗ１ｔｈ　ｔｈｅ　Ｈｅ１ｐ　ｏｆ　Ｆｏｒｅ１ｇｎ　Ｌｏａｎｓ
，・

　　　Ｑ伽〃ぴ妙Ｊｏ〃舳Ｚげ亙６０〃ｏ舳叫Ｆｅｂｍａｗ１９４３ ，Ｂｕｃｈａｎａｎ，ＮＳ ，１〃３ｒ舳肋舳Ｚ１舳鮒刎６”な伽３Ｄｏ刎３吻６ Ｗ；３Ｚ

　　ヵ陀，
Ｎ． Ｙ．， １９４５

　３８）　Ｋａ｝ｍ，Ａ　Ｆ ，“Ｉｎｖｅｓｔｅｍｅｎｔ　Ｃｎｔｅｒ１ａ　ｍ　Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ　Ｐｒｏｇｒａｍｓ
，”

Ｑ吻ブ伽伽■ｏ〃閉ｏＺ　ｇグＥ６０〃ｏ刎一６５，Ｆｅｂｒｕａｒｙ１９５１

　　　，Ｃｈｅｎｅ町，Ｈ　Ｂ ，“Ｔｈｅ　Ａｐｐｌ１ｃａｔ１ｏｎ　ｏｆ　Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ　Ｃｒ１ｔｅｒ１ａ，” Ｑ伽榊７り■ｏ〃閉ｏＺげＥ６０〃ｏ伽６３，Ｆｅｂｍａｒｙ１９５３

　３９）　ここでは，利潤と貯蓄が等しいとの仮定の下に，貯蓄率の極大は再投資率の極大と同じことである。この見解は

　　　実に再投資率の極大化を意味するので，再投資基準説と呼ぱれる 。Ｇａｌｅｎｓｏｎ，Ｗ ａｎｄＬｅｌｂｅｎｓｔｅｍ，Ｈ “Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ

　　　Ｃｒｌｔｅｒａ，Ｐｒｏｄｕｃｔ１ｖ１ｔｙ，ａｎｄ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ，” Ｑ伽７炊妙■ｏ鮒伽Ｚ　ｏ皿６０〃ｏ舳６斗Ａｕｇｕｓｔ１９５５

　４０）それは時系列基準の技術選択論とも呼ばれるもので，投資の計画期問内において最も高い消費を保証する技術を

　　　選択すべきであると説く 。Ｓｅｎ，Ａ．Ｋ ．， Ｃんｏ伽げ乃６ゐ吻舳ｊルＡ桝６¢ げ伽丁加ｏぴげＰ加舳〃Ｅ６０〃ｏ加６ Ｄ３ 一
　　　閉Ｚｏ〃刎６〃，Ｂａｓｉ１Ｂ１ａｃｋｗｅ１１．１９６０

　４１）『経済発展と技術選択一日本の経験と発展途上国一』，文真堂，１９９０年，第一章を参昭 。

　４２）世界銀行著 ・白烏正喜監訳『東アジアの奇跡一経済成長と政府の役割一』，東洋経済新報社，１９９４．６，ｐｐ
　　 ７９－８３及ぴ森野勝好　西口清勝編著『発展途上国経済論』，ミネルウァ 書房，１９９４　６，Ｐ３１を参昭 。

　　　　（本稿執筆中，立命館大学経済学部の西口清勝教授，京都大学経済研究所の杉本昭七教授が，ご多忙にもかかわ

　　　らず貴重な助言と指導をいただいたことを，ここに記して厚く御礼を申し上げます 。）

（７１０）




